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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 114期 115期 116期 117期 118期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 10,274 10,648 14,586 16,902 18,027

経常利益 (百万円) 208 343 1,089 1,542 1,550

当期純利益 (百万円) 215 155 273 897 508

純資産額 (百万円) 4,880 5,257 5,834 7,331 7,424

総資産額 (百万円) 16,254 15,587 20,328 20,848 19,873

１株当たり純資産額 (円) 219.78 222.98 247.57 285.96 290.21

１株当たり当期純利益 (円) 9.51 6.85 11.62 38.06 21.56

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 30.0 33.7 28.7 32.3 34.4

自己資本利益率 (％) 4.5 3.1 4.9 14.3 7.5

株価収益率 (倍) 19.14 38.54 36.40 8.98 8.26

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(百万円) 447 628 1,775 1,241 2,078

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(百万円) 678 579 △3,212 △1,018 △857

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(百万円) △854 △963 1,962 △748 △1,231

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 1,393 1,629 2,184 1,697 1,665

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

680

(141)

708

(125)

786

(137)

801

(173)

758

(147)

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式を発行していないため記載していない。

３　第117期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用している。

４　第114期、第115期及び第116期の経営指標等については、旧証券取引法第24条の２第１項の規定に基づいて提

出した訂正報告書の当該訂正後の数値を記載している。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 114期 115期 116期 117期 118期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 7,803 7,968 8,811 9,799 10,532

経常利益 (百万円) 207 377 557 1,029 1,131

当期純利益

（△は当期純損失）
(百万円) 41 △137 92 914 275

資本金 (百万円) 3,056 3,196 3,196 3,196 3,196

発行済株式総数 (千株) 22,206 23,606 23,606 23,606 23,606

純資産額 (百万円) 6,033 6,097 6,278 7,105 6,959

総資産額 (百万円) 14,390 13,941 16,216 16,947 15,209

１株当たり純資産額 (円) 271.93 258.64 266.38 301.55 295.42

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

(円)
4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

4.00

(2.00)

5.00

(2.50)

6.00

(3.00)

１株当たり当期純利益

（△は当期純損失）
(円) 1.87 △6.03 3.92 38.80 11.71

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 41.9 43.7 38.7 41.9 45.8

自己資本利益率 (％) 0.7 － 1.5 13.7 3.9

株価収益率 (倍) 97.33 － 107.91 8.81 15.2

配当性向 (％) 213.7 － 102.0 12.9 51.2

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

212

(31)

206

(34)

211

(31)

203

(32)

203

(38)

　（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式を発行していないため記載していない。

３　第117期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用している。

４　第114期、第115期及び第116期の経営指標等については、旧証券取引法第24条の２第１項の規定に基づいて提

出した訂正報告書の当該訂正後の数値を記載している。
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２【沿革】

昭和 ２年 12月 珪藻土質耐火断熱れんがの販売を目的として設立、本店を大阪市に置く

昭和 ３年 4月 石川県に和倉工場（現七尾工場）を設置

昭和 28年 1月 大阪株式店頭売買承認銘柄となる

昭和 29年 9月 名古屋株式店頭売買承認銘柄となる

昭和 33年 4月 愛知県に豊川工場を設置

昭和 36年 10月 大阪・名古屋証券取引所市場第二部に上場

昭和 37年 6月 米国法人バブコックアンドウィルコックス社（略称B＆W社）の技術導入によるLBKれんが等の

製造を開始

昭和 42年 11月 高温用セラミックファイバー国産化のため、B＆W社と合弁によるイソライトバブコック耐火株

式会社（IBR）を設立

昭和 44年 10月 集成材の製造・販売を目的とするイソライト建材株式会社を設立

昭和 49年 7月 石油製品販売事業（ガソリンスタンド）と七尾工場周辺の原料山採掘跡地の活用を図る目的で

イソライト土地開発株式会社を設立

昭和 58年 3月 東南アジアにおける当社製品の販売拠点イソライトフォスターリフラクトリー（シンガポー

ル）プライベートリミテッドを設立（平成12年4月に当社シンガポール支店に改組）

昭和 61年 12月 セラミックファイバーの海外生産のためイソライトイースタンユニオンリフラクトリーズカン

パニーリミテッド（IER）を台湾に設立

昭和 63年 5月 IBRを吸収合併

昭和 63年 11月 セラミックファイバーの海外生産のためイソライトセラミックファイバーズセンドリアンベル

ハッド（ICF）をマレーシアに設立

平成 元年 8月 韓国にソウル支店開設

平成 ２年 4月 シンガポールのフォスターエンジニアリングプライベートリミテッドに資本参加

平成 ２年 8月 耐火断熱れんがの海外生産のためイソライトインシュレーティングファイヤーブリックセンド

リアンベルハッド（IIF）をマレーシアに設立

平成 ３年 9月 大阪・名古屋証券取引所の市場第二部より同市場第一部に指定替え

平成 ４年 7月 台湾に販売会社イソライトファンシン（タイワン）カンパニーリミテッドを設立

平成 ９年 3月 中国にセラミックファイバーの海外生産のため蘇州伊索来特耐火繊維有限公司（SIE）を設立

平成 11年 11月 音羽工場に技術研究所を統合新設

平成 12年 10月 七尾工場の再編。耐火断熱れんがの加工・流通基地とする

平成 12年 11月 音羽工場の用地の拡張と倉庫の拡充

平成 13年 2月 マレーシアのIIFの耐火断熱れんがの製造設備増強・拡充

平成 13年 5月 豊川工場を閉鎖

平成 14年 1月 中国のSIEのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 14年 10月 会社組織を事業部制に再編

平成 14年 11月 台湾のIERのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 15年 8月 台湾のIERのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 16年 6月 台湾のIERのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 16年 11月 品川白煉瓦株式会社を引受人として第三者割当増資を実施し、品川白煉瓦株式会社が当社の親会

社となる

平成 17年 3月 名古屋証券取引所での上場を廃止

平成 17年 4月 サンゴバン・ティーエム株式会社が分社したセラミックファイバー事業部門を取得し、連結子会

社とする。（㈱ＩＴＭ（ITM））

平成 17年 6月 中国市場に対する製品拡販のため、依索（上海）貿易有限公司（IST）を設立

平成 17年 8月 ITMがヨーロッパ地域における製品拡販のため、ITM Europe GmbHをドイツに設立

平成 18年 4月 当社の住機事業を分社化し、石川県七尾市に株式会社イソライト住機を設立

平成 18年 5月 中国のSIEのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 18年 7月 ITMのセラミックファイバー製造設備を増強・拡充

平成 20年 3月 マレーシアICFに追加出資

平成 20年 3月 イソライト土地開発株式会社のディスカウントショップ(物販部)を閉鎖
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３【事業の内容】

　当社及び当社の関係会社（親会社、子会社11社及び関連会社12社（平成20年３月31日現在）により構成）において

は、断熱関連、建設関連、その他の３部門に関する事業を主として行っている。各事業における当社及び関係会社の位

置付け等は、次のとおりである。

　次の３部門は、「第５　経理の状況　１(1）連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と

同一である。

Ⅰ　断熱関連事業

　当部門においては、セラミックファイバー各種製品、耐火断熱れんが、モルタル、キャスタブル及び高温用断熱ボー

ド等の製造・販売及び工業炉工事の設計施工等を行っている。当社グループの主力事業であり、国際的な価格競争

に対応するため、当社では従前より在外子会社に生産の拠点をシフトさせている。

（製造）

イソライト工業株式会社、株式会社ITM、イソライトインシュレーティングファイヤーブリックセンドリアンベル

ハッド、イソライトセラミックファイバーズセンドリアンベルハッド、イソライトイースタンユニオンリフラク

トリーズカンパニーリミテッド、蘇州伊索来特耐火繊維有限公司、ITM Europe GmbH

（販売、工事の設計施工）

イソライト工業株式会社、株式会社ITM、依索（上海）貿易有限公司、ITM Europe GmbH、イソライトファンシン

（タイワン）カンパニーリミテッド

Ⅱ　建設関連事業

　当部門においては、建築用鉄骨耐火被覆材及びケーブル貫通部遮断材料の製造・販売・工事の設計施工及び集成

材・その他の建材の製造・販売等を行っている。

（製造）

イソライト工業株式会社、イソライト建材株式会社

（販売、工事の設計施工）

イソライト工業株式会社、イソライト建材株式会社

Ⅲ　その他事業

　当部門においては、農薬・土壌改良材としてのセラミックス多孔体、軽金属補強材料、IT関連設備用部品の製造・販

売、住宅用燃焼機器の販売、吸音材の製造・販売、石油製品の販売、ディスカウントショップ及び酒類小売店の経営、

土地の造成及び不動産の売買・賃貸・仲介等を行っている。なお、ディスカウントショップの物販部門は期末に閉

鎖した。

（製造）

イソライト工業株式会社

（販売）

イソライト工業株式会社、イソライト土地開発株式会社、株式会社イソライト住機

（ディスカウントショップ、酒類小売店の経営）

イソライト土地開発株式会社

（不動産の売買、賃貸）

イソライト工業株式会社、イソライト土地開発株式会社
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事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な
事業の
内容

議決権の所
有［被所
有］割合
（％）

関係内容

（親会社）

品川白煉瓦株式会社

（注）２

東京都

千代田区

3,300

百万円

耐火物

の製造

販売

［50.4％］

耐火断熱材を当社から購入し、耐火物を当社

に販売している。

役員の兼任等………………有

（連結子会社）

イソライト建材株式会社

石川県

七尾市

80

百万円
建設 100.0

当社が使用するパレットなどの一部を製造

している。

金融機関からの借入債務に当社が債務保証

している。

役員の兼任等………………無

イソライト土地開発株式会社
石川県

七尾市

34

百万円
その他 100.0

当社所有の土地の造成、不動産の仲介、燃料

の販売をしている。

当社より資金援助を受け、仕入先からの買掛

金に当社が債務保証しており、当社所有の不

動産を賃借している。

役員の兼任等………………有

株式会社イソライト住機
石川県

七尾市

20

百万円
その他 60.0

耐火断熱材を当社から購入している。

役員の兼任等………………有

株式会社ＩＴＭ
千葉県

香取郡

50

百万円
断熱 100.0

耐火断熱材を当社から購入し、耐火断熱材を

当社に販売している。

役員の兼任等………………有

イソライトインシュレーティング

ファイアーブリックセンドリアンベ

ルハッド

（注）３

マレーシア

イポー

24,000

千M＄
断熱 100.0

耐火断熱れんがを当社に販売している。

当社より資金援助を受け、金融機関からの借

入債務に当社が債務保証している。

役員の兼任等………………有

イソライトイースタンユニオンリフ

ラクトリーズカンパニーリミテッド

（注）３

台湾

台北県

156,000

千NT＄
断熱 60.0

セラミックファイバーを当社に販売してい

る。

役員の兼任等………………有

イソライトセラミックファイバーズ

センドリアンベルハッド

マレーシア

パシールグダン

3,500

千M＄
断熱 100.0

セラミックファイバーを当社に販売してい

る。

金融機関からの借入債務に当社が債務保証

している。

役員の兼任等………………有

蘇州伊索来特耐火繊維有限公司

（注）３

中国

蘇州市

7,000

千US＄
断熱 80.0

セラミックファイバーを当社に販売してい

る。

金融機関からの借入債務に当社が債務保証

している。

役員の兼任等………………有

依索（上海）貿易有限公司
中国

上海市

31

百万円
断熱 80.0

耐火断熱材を当社から購入し、耐火断熱材を

当社に販売している。

役員の兼任等………………有

ITM Europe GmbH
ドイツ

デュッセルドルフ

25

千EUR
断熱

100.0

(100.0)

当社との通常の取引はない。

役員の兼任等………………無

（持分法適用会社）

イソライトファンシン（タイワン）

カンパニーリミテッド

台湾

台北市

24,000

千NT＄
断熱 50.0

耐火断熱材を当社から購入し、耐火断熱材を

当社に販売している。

役員の兼任等………………有

フォスターエンジニアリングプライ

ベートリミテッド
シンガポール

2,800

千S＄
断熱 36.0

フォスターグループ各社の持株会社であり、

通常の取引はない。

金融機関からの借入債務に当社が債務保証

している。

役員の兼任等………………有

フォスターエイシアパシフィックプ

ライベートリミテッド
シンガポール

2,000

千S＄
断熱

36.0

(36.0)

耐火断熱材を当社から購入している。

役員の兼任等………………無

エマコインダストリアルプライベー

トリミテッド
シンガポール

300

千S＄
断熱

36.0

(36.0)

耐火断熱材を当社から購入している。

役員の兼任等・・・・・・無

インダストリアルテックプロダクツ

プライベートリミテッド
シンガポール

500

千S＄
その他

21.6

(21.6)

当社との通常の取引はない。

役員の兼任等………………無

フォスターサーマルエンジニアリン

グセンドリアンベルハッド

マレーシア

クアラルンプール

3,187

千M＄
断熱

25.2

(25.2)

耐火断熱材を当社から購入している。

役員の兼任等………………無

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記している。

２　有価証券報告書を提出している。

３　特定子会社に該当する。

４　「議決権の所有［被所有］割合」の（　　）内は、間接所有割合で内数。
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５　㈱ITMの売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）は連結財務諸表の売上高に占める割合が10／100を

超えている。㈱ITMの主要な損益情報等は以下の通りである。

①　売上高　　4,528百万円　②　経常利益　　798百万円　③　当期純利益　 510百万円

④　純資産額　1,883百万円　⑤　総資産額　3,928百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

断熱関連事業 652 　(126)

建設関連事業 54 (  8)　

その他事業 52 ( 13)　

合計 758 　(147)

　（注）１　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の

平均人員を（　）内に外数で記載している。

(2）提出会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

203　（38）　 43.2 16.1 5,203,116

　（注）１　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の

平均人員を（　）内に外数で記載している。

２　平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(3）労働組合の状況

　当社には、イソライト工業労働組合が組織（組合員数 128人）されており、セラミックス産業労働組合連合会に属

している。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。

連結子会社についても安定した労使関係を保っており、特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、高成長を続ける新興国向けを中心とした輸出や企業収益の改善を背景と

した設備投資の増加により、緩やかな景気回復基調で推移してきた。また、年度後半からサブプライムローン問題の

深刻化や原油をはじめとする原材料価格の高騰の影響から、景気の先行きが不透明な状況となった。

　このような環境のもと、当社グループの基幹事業である断熱関連事業におけるセラミックファイバー、耐火断熱れ

んがならびに工業炉の設計施工の事業部門や、国内や中国、韓国、台湾をはじめとする海外での設備投資による需要

が順調に推移し、増収となった。建設事業およびその他の事業は、依然として業績が低調に推移している。

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高180億2千7百万円(前年同期比6.7％増)、営業利益18億2千6百万円(前年同

期比1.3％)、経常利益15億5千万円(前年同期比0.5％増)となった。

　特別損失として減損損失等を計上したため、当期純利益は5億8百万円(前年同期比43.4％減)となった。

セグメント別の業績は次のとおりである。

①事業の種類別セグメント

ａ断熱関連事業

　国内および海外の鉄鋼、自動車、ＩＴ関連業界をはじめ、石油化学や環境設備関連等における活発な設備投資の

影響を受け、セラミックファイバー、耐火断熱れんがなどを中心とする断熱材や工業炉の設計施工などの売上は、

堅調に推移した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は151億3百万円(前年同期比9.8％増)、営業利益は19億3千9百万円(前年同期比

5.4％増)となった。

ｂ建設関連事業　

　ファイヤープロテクション部門では依然として価格競争の厳しさがあるものの、増収傾向が現れてきたが、集成

材部門は厳しい価格競争に加え、改正建築基準法の施行の影響から新設住宅着工戸数が急速に減少したことが響

き減収となった。

　その結果、当連結会計年度の売上高は11億3千6百万円(前年同期比18.2％減)、営業損失が7千1百万円(前年同期は

営業損失7百万円)となった。

ｃその他事業　

　自動車向金属複合用材料やＩＴ部品焼成用セッターは、需要が若干持ち直したものの、環境・緑化用途の土壌改

良材であるセラミックス多孔体は、農園向け用途や校庭の芝生化等の販売促進ならびに新用途開拓に努めました

が、需要喚起に至らず低調な推移となった。一方、消費財部門では、小売り販売価格の高騰から増収となったが、周

辺店舗との競争激化など、依然として厳しい状況が継続しており、当連結会計年度末にはディスカウントショッ

プ(物販部)を閉鎖した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は17億8千7百万円(前年同期比1.8％増)、営業損失が7千6百万円(前年同期は営

業損失4千6百万円)となった。

②所在地別セグメント

ａ日本

　建設関連事業では法規制の影響や価格競争激化の影響を受け減収となったが、その他事業においてディスカウ

ントショップの閉鎖があったものの石油製品の高騰等により若干の増収となり、断熱関連事業においても鉄鋼、

自動車、石油化学業界の設備投資需要の増加などにより堅調に推移した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は128億4千1百万円（前年同期比3.4%増）、営業利益は12億2千8百万円（前

年同期比2.3%増）となった。

ｂアジア

　断熱関連事業における鉄鋼、石油化学関連向けなどの需要が堅調に推移した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は39億5百万円（前年同期比8.7%増）、営業利益は4億7千1百万円（前年同期

比3.5%減）となった。
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ｃその他

　ＥＵ圏における自動車部品関連の売上が大幅に伸長した。

　その結果、当連結会計年度の売上高は12億7千9百万円（前年同期比44.7%増）、営業利益は8千2百万円（前年同

期比36.5%増）となった。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ

3千1百万円減少し16億6千5百万円となった。

営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金の増加は20億7千8百万円（前年同期比67.3％増）となった。増加の主な内訳は税金等調整前当

期純利益10億6千6百万円、減価償却費7億1百万円などによる。減少の主な内訳は、法人税等の支払5億4千3百万円、利

息の支払2億円などである。 

投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金の減少は8億5千7百万円（前年同期比15.8％減）となった。主な内訳は、有形固定資産の取得に

よる支出6億9千2百万円などによる。 

財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金の減少は12億3千1百万円（前年同期比64.5％増）となった。これは、増加として長期借入によ

る収入10億4千7百万円、減少として短期借入金の純減額7億5千9百万円および長期借入金の返済13億円などによる。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりとなる。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

断熱関連事業 12,676 31.0

建設関連事業 788 15.8

その他事業 946 17.2

合計 14,411 29.1

　（注）１　上記の金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。

２　上記の金額に消費税等は含まれていない。

(2）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）では、全ての事業にわたって見込み生産を行っており、工事・一部の製品に

おいては受注生産を行っている。当連結会計年度における当該受注生産製品等の受注状況を事業の種類別セグメン

トごとに示すと次のとおりとなる。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

断熱関連事業 2,173 △15.4 398 △46.0

建設関連事業 604 △20.4 63 0.7

その他事業 461 11.2 11 △42.3

合計 3,240 △13.5 473 △42.3

　（注）　上記の金額に消費税等は含まれていない。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりとなる。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

断熱関連事業 15,103 9.8

建設関連事業 1,136 △18.2

その他事業 1,787 1.8

合計 18,027 6.7

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去している。

２　上記の金額に消費税等は含まれていない。

３　販売実績の「主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合」については、当該割合

が100分の10以上の相手先が無いため記載は行っていない。

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 11/103



３【対処すべき課題】

  今後の見通しについては、未だに急騰が収まらない原油価格、更なる原材料費等の高騰による景気に対する先行き

は、依然として安定感を欠く状況で推移するものと見込まれる。

  このような環境のもと、当社グループは基幹事業である断熱関連事業を中心に売上の伸張に努めるとともに、構造

改革を伴う体質改善や収益構造の抜本的改革等の推進を継続し、収益性を高めていく。

(１)　断熱関連事業

鉄鋼、自動車、ＩＴ関連業界等の活発な設備投資に起因する需要増加に機敏かつ機動的な対応活動を図り売上

の増進に努めるとともに、米国ユニフラックス社との業務提携に基づき販売分野において果敢にグローバル活動

の展開を進めていく。

主力製品のセラミックファイバーについて、グループ企業における製造・用途技術の向上、品質管理の強化、供

給体制の充実等を図り、総合的活動力を高めていく。

(２)　建設関連事業

集成材部門では、時流を踏まえた新規需要の開拓を急ぎ、生産の効率化による採算性の向上に努める。ファイ

ヤープロテクション部門では耐火被覆材料を用いた建物防火並びに免震耐火用途など時代の要求に沿った需要

開拓に傾注していく。

(３)　その他事業

金属複合用材料については、生産性の改善と新規需要開拓に注力していく。土壌改良材については、製造の効率

化による収益率向上に努めるとともに、セラミックス多孔体の特性を生かした重金属吸着材アドセラを汚染土壌

浄化材料として拡販を推し進めている。

環境汚染対策用フィルター用途のイソフィルは、市場認知が高まり需要増加を示しているため、市場拡大に向

けて拍車をかけていく。３期目を迎える株式会社イソライト住機は、従来製品に加え、珪藻土製品であるデザイン

コンロ、全自動炊飯カマドを市場投入し更なる展開を図る。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て当社グループが判断したものである。

(1）生産を海外に大きく依存していること

　当社グループの主力製品であるセラミックファイバーについては、台湾、中国、マレーシアにおける連結子会社で

の生産に大きく依存しており、同様に主力製品である耐火断熱煉瓦についてもそのほとんどをマレーシアにおける

連結子会社での生産に依存している。生産基地を海外数カ国に分散してリスクを軽減しているものの、これらの地

域の政治当局による、当社グループの事業に関係する経済的、法的規制の変更が、当社グループの事業展開に不利益

を及ぼし、または事業継続に支障をきたすなどのカントリーリスクが潜在している。

(2）市場環境の変化

　当社グループの主力事業である断熱関連事業は、国内においては鉄鋼、自動車、ＩＴ関連業種などの設備投資需要

により、海外においてはこれらの業種に加え石油化学関連業種などの需要動向により、業績の変動が生じる可能性

がある。

(3）競合と技術革新

　当社グループの事業に関連する製品などは国内外の市場で競合他社との激しい競争にさらされている。当社グ

ループの競合先には、当社グループより研究開発や製造、販売面で有力な会社が存在している。現在、当社グループ

のブランド力及び製品などは、こうした競合先との競争力を充分に有しているが、このことが、将来においてもこれ

ら競合他社と有効に競争し続け得ることを保証するものではない。また、取引先における技術革新によって当社製

品の販路が縮小されるリスクを内在している。

(4）原材料、動燃料の問題

　当社グループは、国内はもとより、アジア諸国など多数の外部取引先から原材料、燃料などを購入している。これら

について、中国の旺盛な消費意欲や、世界的な景気回復からもたらされる需要増加により価格高騰が続き、またこれ

らを安定的に調達することが困難となった場合、当社グループの製造コストをアップさせ、顧客への製品の安定供

給に支障をきたし、業績に悪影響を及ぼす可能性がある。また、中国においては電力についても、需要急増に対する

供給力不足が心配され、その安定的な調達ができない場合は、当社グループの業績に同様の影響を与える事がある。

(5）製品の欠陥等

　当社グループの製品は、充分な品質管理基準のもと製造されており、かつ販売先の地域、国の環境基準等にも合致

している。しかしながら全ての製品について欠陥が発生しないこと及び将来も販売先地域、国の健康安全並びに環

境基準等の変更による不利益を被らないことが保証されているわけではない。

(6）為替

　アジア諸国に生産、販売拠点を持つ当社グループは、連結財務諸表等の作成のため、それぞれ現地通貨を円換算評

価している。また、為替変動リスクを軽減するために、為替予約などを利用しているが、当社グループの外貨建債権

債務の全てに利用しているわけではない。他方、為替予約を利用することにより、これを利用しなければ享受するこ

とのできた為替差益を放棄する事になるリスクも内在している。このように当社グループの業績には、為替レート

の変動の影響が反映されている。

  当連結会計期間において、韓国Ｗｏｎが日本円に対し急激に下落したことによる為替差損が発生し、特別損失と

して１億１千万円を計上するに至った。

(7）災害、停電などの影響

　当社グループは、製造ラインの中断によるマイナスの影響を最小限にするために、定期的に設備の点検、メンテナ

ンスを行っているが、生産設備にかかわる災害、停電などによる生産中断のリスクを完全に防止できる保証は無い。

但し、停電による生産中断について当社の一部工場では自家発電装置を設置し対処している。

今後予想される大規模地震が発生した場合、長期間生産が停止する可能性がある。但し、当社グループは東南アジ

ア地域に製造子会社４社を保有し、国内工場において建物の耐震補強を実施することにより地震リスクの低減を

図っている。

これらの災害が発生し、生産の中断が長引けば、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

(8）退職給付債務

　当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率に

基づいて算出されている。実際の結果が前提条件と異なる場合または前提条件が変更された場合、その影響は累積

され、将来にわたり、規則的に、認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼす。近年の割引率の低下、年金資産

の運用状況如何により、これらの前提条件を見直す必要が生じて、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす

可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。

６【研究開発活動】

　当社グループ(当社及び連結子会社)は、製品開発、品質向上、コストダウン、生産技術開発、顧客サービスに至る幅広い

活動を積極的に行っている。当連結会計年度の研究開発費の総額は3億2千1百万円である。１）顧客志向のタイムリー

な製品開発　２）地球環境に優しい製品の設計開発を活動の指針とし、中央研究所が主体となり、必要に応じて他部署

と連携し進めている。

　当連結会計年度における事業部門別研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は以下の通りである。

(１) 断熱関連事業
  主力製品である耐火断熱れんが及びセラミックファイバーの新製品開発、品質向上、新用途の開発及び顧客サービ
ス等に取り組んでいる。セラミックファイバーについては、高アルミナファイバー(Al2O3:95%)の繊維強度向上、ソルブ
ルファイバー（生体溶解性繊維）を使用したエンジニアードファイバー及び不定型剤の開発、高耐熱衝撃性耐熱ボー
ドの開発及び半導体向け成型品の改良と開発、高密度高温用ブロックの開発を行っている。

  当事業に関わる当連結会計期間の研究開発費は2億6千万円である。

(２) 建設関連事業

  セラミックファイバーを利用した鉄骨耐火被覆工法及び新たな耐火処理製品の開発に取り組んでいる。

  当事業に関わる当連結会計期間の研究開発費は9百万円である。

(３) その他事業

  電子部品焼成用セッター「イソプラトン」では、セラミックファイバーを用いた軽量多孔質素材並びにアルミナ、

ムライト、ＳiＣ等の緻密質素材などに新たな機能を付与するための研究及び市場開拓に努めている。

  セラミックファイバー成形品を高温用フィルターとして利用するとともに、触媒を担持させ、焼却炉からの排出ガ

ス中のダイオキシン分解機能を付加する開発を終了し、環境対応型製品として市場開拓中である。

  また、珪藻土ベース・セラミックス多孔体「イソライトＣＧ」に関しては、従来の緑化用途に加え環境にやさしい

材料として引き続き用途開発を行なっており、更に日本板硝子株式会社と共同で、ＣＧに重金属などの有害物質を吸

着させる成分を担持させた「アドセラ」を開発し、土壌汚染対策、地下水汚染対策などの市場開拓に取り組んでいる。

  当事業に関わる当連結会計期間の研究開発費は5千1百万円である。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりである。

(1）概況

　「事業の状況」に記載の事業環境のもとにあって、当社グループはコスト削減など財務体質の改善に取り組むと

同時に、国内外の需要の増加に対応すべく供給体制の増強及び効率化を積極的に進めている。

　当連結会計年度における具体的な分析は以下のとおりである。

(2）収益力、財務体質などの状況

ａ　売上高

　当連結会計年度における売上高は180億2千7百万円と前年同期比6.7％の増収となった。

　基幹事業である断熱関連事業は、国内・海外の盛んな設備投資による需要が順調に推移し増収となったが、建設

関連事業並びにその他事業では依然業績が低調に推移している。

ｂ　売上総利益、営業利益

　当連結会計年度の売上総利益は56億6千6百万円となり、売上総利益率は前年同期の31.9％から0.5％低下し31.4％

に留まった。営業利益は売上高の増加はあったものの販売費及び一般管理費の増加があり、前年同期比1.3％増の18

億2千6百万円である。売上高営業利益率は前年同期の10.7％から0.6％低下し10.1％となった。

ｃ　経常利益、当期純利益

　当連結会計年度の経常利益は、前年同期比0.5％増の15億5千万円を計上した。

　特別損失として減損損失3億4千2百万円、会計年度後半に起きた急激な為替レート下落による海外支店での為替

差損1億1千万円などを計上した結果、税金等調整前当期純利益は10億6千6百万円となり、前年同期に比べ2億2千8

百万円減少した。

　税金費用4億6千9百万円(前年同期比1億6千7百万円増、前年同期は繰延税金資産の見直しを実施したことにより法

人税等調整額が当連結会計年度に比べ2億3千6百万円少なかった)を差し引いた、当期純利益は5億8百万円となり、

前年同期比3億8千8百万円減少した。

ｄ　財務体質

  当連結会計年度末の総資産は前年同期比9億7千5百万円減の198億7千3百万円となった。流動資産において4億6

千2百万円、固定資産では5億1千3百万円減少した。

　当連結会計年度末の負債は有利子負債減の結果10億6千8百万円減少し124億4千8百万円となった。純資産は当期

純利益の計上による利益剰余金の増加及び投資有価証券の含み益の減少を主たる要因として前年同期比9千3百万

円増の74億2千4百万円となった。

(3）資金の源泉の状況

　当連結会計年度における当社グループの資金は、営業活動により20億7千8百万円を獲得し、投資活動においては

国内外の連結子会社における製造設備の増強等のため8億5千7百万円使用した。また、財務活動においては有利子

負債の削減並びに配当金の支払い等により12億3千１百万円使用した。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、当社グループ（当社及び連結子会社）は、無形固定資産及び長期前払費用への投資を含み

総額6億6千1百万円の投資を実施した。

　当社グループの中核となる断熱関連事業においては、製品製造設備更新などに5億8千万円、建設関連事業及びその他

事業において、それぞれ2百万円、1百万円の投資を行っている。なお、当社の創立80周年記念事業として七尾工場内に

「イソライト珪藻土記念館」を設立したほか、各事業に共通の投資、7千7百万円がある。

　また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はない。

２【主要な設備の状況】

　当社及び連結子会社における主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置
及び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

音羽工場

（愛知県宝飯郡）
断熱関連事業

セラミックファイ

バー製品製造設備
540 277

399

(48,696)
38 1,256

95

(26)　

七尾工場及び原料山

（石川県七尾市）
その他事業

セラミックス

多孔体製造設備
311 328

1,000

(315,976)
8 1,649

28

(3)　

中央研究所（注）３

（愛知県宝飯郡）
全社

研究開発

施設設備
51 8 － 9 69

10

(1)　

本社、大阪支店

（注）４

（大阪市北区）

全社 その他設備 4 － － 21 26
35

(1)　

東京支店

（注）５

（東京都千代田区）

全社 その他設備 3 － － 1 4
13

(1)　

名古屋支店

（注）６

（名古屋市中村区）

全社 その他設備 1 － － 0 1
6

(2)　

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品と建設仮勘定の合計である。なお金額には消費税等を含まな

い。

２　従業員数欄には、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）の年間平均人員を（　）

内に外数で記載している。

３　音羽工場の敷地内に所在している。

４　建物を賃借しており、年間賃借料は4千4百万円である。

５　建物を賃借しており、年間賃借料は1千3百万円である。

６　建物を賃借しており、年間賃借料は5百万円である。
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(2）国内子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

イソライト

建材株式会

社

和倉工場

(石川県七尾市)
建設関連事業

建築用集成材

製造設備
158 67

22

(20,891)
1 249

46

(1)　

イソライト

土地開発株

式会社

和倉給油所

(注)３

(石川県七尾市)

その他事業
ガソリンスタ

ンド
3 0

76

(2,780)
0 79

5

(0)　

ディスカウント

ショップヒバ

リー（注）３、

４

(石川県七尾市)

その他事業
ディスカウン

トショップ
152 0

245

(10,107)
－　 398

5

(6)　

株式会社Ｉ

ＴＭ

本社工場(注)５

(千葉県香取郡)
断熱関連事業

セラミック

ファイバー製

品製造設備

209 662 －　 117 989
83

(39)　

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品と建設仮勘定の合計である。なお金額には消費税等を含まな

い。

２　従業員数欄には、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）の年間平均人員を（　）

内に外数で記載している。

３　有形固定資産の大部分は当社が貸与中のものである。

４　当連結会計年度末にディスカウントショップ(物販部)を閉鎖した。

５　土地を賃借しており、年間賃借料は1千万円である。

(3）在外子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名又は事業所名
（所在地）

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

イソライトインシュ

レーティングファイ

ヤーブリックセンド

リアンベルハッド

（マレーシア　イ

ポー）

断熱関連事業
耐火断熱煉瓦製造

設備
263 349

118

(48,458)
39 770

179

(20)　

イソライトセラミッ

クファイバーズセン

ドリアンベルハッド

（マレーシアパシー

ルグダン）

断熱関連事業
セラミックファイ

バー製品製造設備
50 54

14

(12,000)
239 358

59

(0)　

イソライトイースタ

ンユニオンリフラク

トリーズカンパニー

リミテッド

（台湾　台北県）

断熱関連事業
セラミックファイ

バー製品製造設備
61 175

266

(9,264)
24 527

79

(10)　

蘇州伊索来特耐火繊

維有限公司

（中国　蘇州市）

断熱関連事業
セラミックファイ

バー製品製造設備
250 447

97

(27,630)
61 857

87

(32)　

（注）　１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品と建設仮勘定の合計である。なお金額には消費税等を含まな

い。

２　従業員数欄には、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）の年間平均人員を（　）

内に外数で記載している。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、収益構造の改革、市場に対する最適な生産体制の確立

という経営戦略にしたがって、今後の需要予測、生産計画、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画してい

る。また、設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、グループ全体で重複投資とならないよう、当社

を中心に調整を図っている。

　当社グループの今後１年間の重要な設備の新設、改修等に係る投資予定総額は、13億7千万円である。

　重要な設備の新設、除却等の計画は、次のとおりである。

(１)　重要な設備の新設

会社名 所在地

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手年月
完了予
定年月

完成後の当社
グループにおける
増加能力総額

(百万円)　
既支払額
(百万円)　

株式会社ＩＴＭ　
千葉県

香取郡

断熱関

連事業

セラミックファイ

バー製品(高付加

価値品)生産設備　

540 －
自己資金

借入金

平成20年

5月

平成20年

10月

セラミックファイ

バー製品(高付加

価値品)生産能力

約83％増

イソライト セラ

ミックファイバーズ

　センドリアンベル

ハッド

マレーシ

ア

パシール

グダン

断熱関

連事業

セラミックファイ

バー製品生産設備
367 233 借入金

平成19年

8月

平成20年

5月

セラミックファイ

バー製品生産能力

約10％増

　（注）　上記の金額に消費税等は含まれていない。

(２)　重要な設備の除却等

　　重要な設備の除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 51,259,000

計 51,259,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,606,573 23,606,573
大阪証券取引所

（市場第一部）
－

計 23,606,573 23,606,573 － －

　（注）　発行済株式は、全て議決権を有している。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はない。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成15年４月１日～

平成16年３月31日

（注）１

－ 22,206 － 3,056 △1,628 764

平成16年４月１日～

平成17年３月31日　

（注）２

1,400 23,606 140 3,196 140 904

　（注）１　旧商法弟289条第２項の規定に基づく資本準備金の取崩による減少である。

　　　　２　第三者割当増資による資本金及び資本準備金の増加である。

発行価格　　200円

資本組入額　100円

割当先　　　品川白煉瓦株式会社

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 14 52 5 1 2,376 2,455 －

所有株式数

（単元）
－ 1,329 159 14,663 28 2 7,305 23,486 120,573

所有株式数の

割合（％）
－ 5.63 0.68 62.12 0.12 0.01 31.44 100 －

　（注）１　自己株式の 48,137株は、「個人その他」に 48単元及び「単元未満株式の状況」に 137株を含めて記載してい

る。

 　　   ２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7単元含まれている。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

品川白煉瓦株式会社 東京都千代田区九段北４丁目１番７号 11,798 49.98

日本板硝子株式会社 東京都港区三田３丁目５番27号 1,121 4.75

ニチアス株式会社 東京都港区芝大門１丁目１番26号 1,010 4.28

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 454 1.92

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 382 1.62

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 215 0.91

久保田　浩 広島県広島市 150 0.64

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 145 0.61

橘　正清 大阪府大阪市 120 0.51

古河　正利 兵庫県神戸市 106 0.45

計 － 15,501 65.66
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      48,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  23,438,000 23,431 －

単元未満株式 普通株式     120,573 － －

発行済株式総数 23,606,573 － －

総株主の議決権 － 23,431 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれている。

　　　なお、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数7個が含まれていない。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

イソライト工業株

式会社

大阪市北区堂島浜

１丁目２番６号
48,000 － 48,000 0.20

計 － 48,000 － 48,000 0.20

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はない。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 5,710 1,526,968

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

　　　りによる株式は含まれていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の売渡請求による売渡） 886 172,770 － －

保有自己株式数 48,137 － 48,137 －

（注）１　当期間における処理自己株式には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡

による株式は含まれていない。

（注）２　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれていない。
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３【配当政策】

　利益配分について、当社は、安定的な配当の継続を重視し、あわせて事業基盤の安定、経営体質、財務体質の充実強化

に備えた内部留保を勘案して決定する事を基本方針としている。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

いる。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり配当額
（円） 

平成19年11月７日

取締役会決議
70 3

平成20年６月25日

定時株主総会決議
70 3

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第114期 第115期 第116期 第117期 第118期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 195 345 545 439 349

最低（円） 88 172 223 233 145

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第一部）におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 297 268 230 189 198 193

最低（円） 249 217 189 145 175 156

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第一部）におけるものである。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役会長 
－ 寺尾　勝 昭和18年8月12日

昭和42年４月 品川白煉瓦㈱に入社

平成11年６月 帝国窯業㈱取締役社長に就任

平成13年６月 品川白煉瓦㈱取締役技術研究

所長に就任

平成15年６月 同社常務取締役に就任

平成16年６月 同社専務取締役に就任

平成19年６月 当社取締役会長に就任（現）

(注)２ 3

代表取締役

社長
 － 田中　利和  昭和18年５月17日

昭和42年４月 当社に入社

平成10年６月 当社取締役に就任、海外部長を

委嘱

平成16年６月 当社常務取締役に就任、社長室

長、環境対策室長を委嘱

平成19年６月 監査役に就任

平成20年６月 当社社長に就任（現）

(注)２ 69

代表取締役

常務取締役

断熱事業

 本部長
葛原　貞春 昭和24年４月27日

昭和49年４月 当社に入社

平成14年10月 築炉事業部長に就任

平成16年５月 断熱事業本部副本部長、セラ

ミックファイバー事業部長及

びエンジニアリング部長に就

任

平成17年５月 開発本部長に就任

平成17年６月 当社取締役に就任、開発本部長

を委嘱。

平成18年３月 音羽工場長を委嘱。

平成19年４月 断熱事業本部長を委嘱（現）

平成19年６月 常務取締役に就任（現）

(注)２ 24

取締役 － 塚本　　昇 昭和22年３月１日

昭和48年４月 品川白煉瓦㈱に入社

平成11年４月 同社湯本工場長に就任

平成14年１月 同社海外営業部長に就任

平成16年４月 帝国窯業㈱取締役社長に就任

平成17年４月 品川白煉瓦㈱エンジニアリン

グ部長に就任

平成18年６月 当社取締役及び品川白煉瓦㈱

取締役に就任（現）

(注)２ －

取締役 経理部長 寺田　良夫 昭和24年１月25日

昭和47年４月 品川白煉瓦㈱に入社

平成４年４月 同社岡山工場総務室長に就任

平成７年７月 同社湯本工場管理室長に就任

平成15年６月 品川企業㈱取締役に就任

平成16年６月 品川ロコー㈱取締役に就任

平成17年７月 当社に出向、社長室長兼環境対

策室長に就任

平成18年３月 当社経理部長に就任

平成18年６月 当社取締役に就任、経理部長を

委嘱（現）

(注)２ 8

取締役

開発本部長

中央研究所長

音羽工場長

品質保証部長

環境対策室長

大塚　正 昭和24年２月３日 

昭和49年４月 当社に入社

昭和63年８月 セラミックファイバー研究所

長に就任

平成19年４月 開発本部長、中央研究所長、音

羽工場長、品質保証部長、環境

対策室長に就任（現）

平成19年６月 取締役に就任（現）

(注)２ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
 総務部長

 社長室長
伊達　和宏 昭和28年５月６日 

昭和51年４月 当社に入社

平成17年４月 経理部長に就任

平成18年４月 総務部長、社長室長に就任

（現）

平成19年６月 取締役に就任（現）

(注)２ 4

取締役

セラミック

ファイバー事

業部長

八尾　良平 昭和29年３月４日 

昭和60年４月 当社に入社

平成16年５月 蘇州伊索来特耐火繊維有限公

司（中国）総経理に就任

平成17年６月 依索（上海）貿易有限公司

（中国）総経理に就任

平成19年４月 当社セラミックファイバー事

業部長に就任（現）

平成19年５月 イソライトイースタンユニオ

ンリフラクトリーズカンパ

ニーリミテッド董事長、イソラ

イトセラミックファイバーズ

センドリアンベルハッドチェ

アマン、蘇州伊索来特耐火繊維

有限公司董事長及び依索(上海

)貿易有限公司董事長に就任

（現）

平成19年６月 取締役に就任（現）

(注)２ 6

監査役

（常勤）
－ 植野　博明 昭和23年11月18日

昭和47年４月 当社に入社

平成16年４月 総務部長に就任

平成18年５月 イソライトイースタンユニオ

ンリフラクトリーズカンパ

ニーリミテッド総経理に就任

平成20年１月 当社断熱事業本部長付担当部

長に就任

平成20年６月 監査役に就任（現）

(注)３ 7

監査役 － 石部由紀夫 昭和22年９月15日

昭和45年４月 品川白煉瓦㈱に入社

平成６年７月 同社営業管理部長に就任

平成10年４月 同社総務部長に就任

平成13年４月 同社環境部長に就任

平成16年６月 同社常勤監査役に就任（現）

平成17年６月 当社監査役に就任（現）

(注)４ －

監査役 － 白江　伸宏 昭和40年10月18日

平成２年９月 中央新光監査法人入所

平成６年３月 公認会計士登録

平成７年７月 白江公認会計士事務所開設

平成７年11月 税理士登録

平成18年６月 当社監査役に就任（現）

(注)５ －

　 　 　 　 計 　 133　

　（注）１　監査役石部由紀夫及び白江伸宏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

　　　　２　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年。

　　　　３　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年。

　　　　４　平成17年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年。

　　　　５　平成18年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年。

(代表取締役の異動)

氏名
(生年月日)

新役職名 旧役職名 異動年月日
所有株式数
（千株）

橘　正清

(昭和17年1月23日)
顧問 代表取締役社長 平成20年６月25日 122

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 26/103



６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は経営理念・経営方針をコーポレート・ガバナンスの基本に据えて、経営の効率性の向上と健全性の維持を

図っている。

　経営の透明性を高め、情報開示に努めるとともに、コンプライアンスをはじめとするリスク管理体制を構築し、迅速

な意思決定と確実な業務執行に取り組んでいる。

(1）会社の機関の内容

①　取締役会は有価証券報告書提出日（平成20年６月26日）現在、社外取締役１名を含む８名で構成されている。取

締役会は、会社法規定事項のほか、当社の重要な業務執行方針を審議決定し、また取締役相互の業務の執行を監

視している。なお、社外取締役１名は当社の親会社である品川白煉瓦株式会社の取締役である。

②　当社は監査役制度を採用しており、監査役会は有価証券報告書提出日（平成20年６月26日）現在、社外監査役２

名を含む４名の監査役で構成されている。各監査役は監査役会において策定された監査計画に基づいて、取締

役会等の重要な会議への出席や業務及び財産の状況調査を通じて取締役の職務執行を監査している。なお、社

外監査役１名は当社の親会社である品川白煉瓦株式会社の監査役であり、他の１名は公認会計士である。監査

役は、会計監査人と相互の意思疎通を図るため、定期的に意見交換会を開催することとしている。

③　社長直属の監査グループが内部監査を実施している。監査グループは３名で構成されており、法令遵守状況や業

務リスクの把握に努め、内部監査業務を通じて内部統制の実効性を高めている。内部監査人は、監査役との密接

な連携を保ち、監査役の監査実効性の確保を図ることとしている。

④　当社はあずさ監査法人と監査契約を結び、指定社員、業務執行社員である佐野裕氏、池田芳則氏及び河西正之氏

が業務を執行し、公認会計士５名、会計士補等10名その他１名が業務の補助を行なっている。

また、監査役会はあずさ監査法人から監査の方法と結果について説明と報告を受けている。

⑤　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。

⑥　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株

主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としている。

⑦　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めている。

⑧　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第165条２項の規定により、取締役会の決議によっ

て市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めている。

(2）内部統制システムの整備状況

①　役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社のコンプライアンス指針において、役員、従業員及びその他すべての当社業務従事者が法令を遵守するこ

とはもとより、社内規程を遵守し、社会規範を尊重し企業倫理に則った行動をとることを周知徹底している。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当社は、取締役会をはじめとする主要な会議の意思決定に係る記録や、各取締役が職務権限規定に基づいて決

裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に記録し、法令及び文書管理規定等に基づき、定められた

期間保存している。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役、従業員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目的に基づく中期経営計画を策

定している。

・取締役会は、中期経営計画を具体化するため事業部門ごとの毎期の業績目標と予算を設定している。

・各事業部門を担当する取締役は、各事業部門が実施すべく具体的な施策及び権限分配を含めた効率的な業務執

行体制を構築している。

・管理部門担当取締役は月次の業績につき、情報管理システムを活用し、迅速に管理会計としてデータ化し、担当

取締役及び取締役会に報告している。

・取締役会は、毎月この結果をレビューし、担当取締役に目標未達の要因分析、その要因を排除・低減する改善策

を報告させ、必要に応じ目標を修正している。

④　監査役の職務を補助する従業員について

・監査役が必要とする場合には、監査役の職務を補助する従業員を配置することとしている。
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⑤　取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・監査役は、取締役会のほか、主要な会議に出席し、重要な報告を受けている。

・品質、環境、安全、事故、災害に関する情報については、担当事業部長または担当取締役が代表取締役社長へ報告

すると同時に監査役へ報告している。

⑥　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、代表取締役社長、監査法人と相互の意思疎通を図るため、定期的に意見交換会を開催している。

・内部監査人は監査役との密接な連携を保ち、監査役の監査実効性を確保している。

(3）役員報酬の内容

　当事業年度における役員報酬の内容は下記となっている。

取締役 10名 80百万円

社外取締役 1名 4百万円

小計 11名 84百万円

監査役 3名 24百万円

社外監査役 2名 9百万円

小計 5名 34百万円

合計 16名 118百万円

(4）監査報酬の内容

当事業年度における当社の会計監査人である、あずさ監査法人に対する報酬は以下のとおりである。

　 支払額

　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 　21百万円

　上記以外の報酬 　2百万円

なお、当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務（非監査業務）である

財務報告に係る内部統制構築アドバイザリー業務を委託している。

　会社の機関の内容及び内部統制のシステムを図に示すと次のようになる。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人

により監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  1,787   1,839  

２　受取手形及び売掛金 ※6  5,016   4,803  

３　たな卸資産 　  2,195   2,206  

４　繰延税金資産 　  238   192  

５　その他 ※7  584   375  

貸倒引当金 　  △18   △77  

流動資産合計 　  9,803 47.0  9,341 47.0

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 ※1 5,093   4,788   

減価償却累計額 ※2 △2,819 2,274  △2,575 2,213  

(2）機械装置及び運搬具 ※1 8,315   7,010   

減価償却累計額 ※2 △5,801 2,513  △4,627 2,382  

(3）工具器具及び備品 　 874   919   

減価償却累計額 ※2 △657 217  △691 227  

(4）土地 ※1  2,954   2,630  

(5）建設仮勘定 　  143   343  

有形固定資産合計 　  8,103 38.9  7,798 39.2

２　無形固定資産 　       

　(1) のれん 　  846   740  

(2）その他 　  70   63  

無形固定資産合計 　  917 4.4  803 4.1

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※3  1,371   929  

(2）長期貸付金 　  9   6  

(3）繰延税金資産 　  237   595  

(4）その他 　  571   560  

貸倒引当金 　  △164   △162  

投資その他の資産合計 　  2,024 9.7  1,929 9.7

固定資産合計 　  11,045 53.0  10,531 53.0

資産合計 　  20,848 100.0  19,873 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※6  2,053   2,028  

２　短期借入金 ※1  6,037   5,542  

３　未払法人税等 　  401   416  

４　未払消費税等 　  16   28  

５　未払費用 　  325   305  

６　賞与引当金 　  227   238  

７　設備支払手形 　  31   58  

８　その他 　  365   372  

流動負債合計 　  9,459 45.4  8,991 45.2

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金 ※1  2,752   2,219  

２　退職給付引当金 　  942   876  

３　役員退職慰労引当金 　  83   64  

４　預り保証金 　  259   265  

５　ＰＣＢ処理引当金 　  13   13  

６　繰延税金負債 　  6   18  

７　その他 　  1   －  

固定負債合計 　  4,058 19.4  3,457 17.4

負債合計 　  13,517 64.8  12,448 62.6
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,196   3,196 16.1

２　資本剰余金 　  2,532   2,532 12.7

３　利益剰余金 　  898   1,275 6.4

４　自己株式 　  △8   △10 △0.0

株主資本合計 　  6,618 31.8  6,994 35.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  301   10 0.0

２　繰延ヘッジ損益 　  1   0 0.0

３　土地再評価差額金 ※9  37   37 0.2

４　為替換算調整勘定 　  △221   △206 △1.0

評価・換算差額等合計 　  119 0.6  △157 △0.8

Ⅲ　少数株主持分 　  592 2.8  587 3.0

純資産合計 　  7,331 35.2  7,424 37.4

負債及び純資産合計 　  20,848 100.0  19,873 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  16,902 100.0  18,027 100.0

Ⅱ　売上原価 ※3  11,514 68.1  12,361 68.6

売上総利益 　  5,387 31.9  5,666 31.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費  ※1,3       

１　販売費 　 2,419   2,252   

２　一般管理費 　 1,165 3,585 21.2 1,587 3,840 21.3

営業利益 　  1,802 10.7  1,826 10.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 6   13   

２　受取配当金 　 10   11   

３　為替差益 　 45   －   

４　持分法による投資利益 　 24   77   

５　その他 　 37 125 0.7 42 145 0.8

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 199   200   

２　休止固定資産減価償却費  ※4 36   42   

３　その他 　 149 385 2.3 178 420 2.3

経常利益 　  1,542 9.1  1,550 8.6

Ⅵ　特別利益 　       

１　貸倒引当金戻入益 　 29 29 0.2 7 7 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

　１　減損損失  ※2 50   342   

　２　為替差損  ※5 －   110   

　３　関係会社事業整理損 　 －   33   

４　投資有価証券評価損 　 －   4   

５　ゴルフ会員権評価損 　 8   －   

６　たな卸資産評価損及び廃
棄損

　 86   －   

７　震災損失  ※6 54   －   

８　固定資産除却損 　 45   －   

９　アスベスト除去費用 　 14   －   

10　貸倒引当金繰入額 　 11   －   

11　持分変動損 　 4 277 1.6 － 491 2.7

税金等調整前当期純利
益

　  1,295 7.7  1,066 5.9

法人税、住民税及び事業
税

　 625   556   

法人税等調整額 　 △324 301 1.8 △87 469 2.6

少数株主利益 　  96 0.6  89 0.5

当期純利益 　  897 5.3  508 2.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,196 2,532 111 △7 5,833

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注） － － △47 － △47

剰余金の配当 － － △58 － △58

役員賞与（注） － － △3 － △3

従業員奨励福利基金（注） － － △0 － △0

当期純利益 － － 897 － 897

自己株式の取得 － － － △1 △1

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 786 △1 785

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,196 2,532 898 △8 6,618

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

282 － 37 △319 1 520 6,355

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － － － － △47

剰余金の配当 － － － － － － △58

役員賞与（注） － － － － － － △3

従業員奨励福利基金（注） － － － － － － △0

当期純利益 － － － － － － 897

自己株式の取得 － － － － － － △1

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

18 1 － 97 118 72 191

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

18 1 － 97 118 72 976

平成19年３月31日　残高
（百万円）

301 1 37 △221 119 592 7,331

（注）前期決算に係る利益処分項目である。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,196 2,532 898 △8 6,618

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当 － － △129 － △129

従業員奨励福利基金 － － △1 － △1

当期純利益 － － 508 － 508

自己株式の取得 － － － △1 △1

自己株式の処分 － △0 － 0 0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ △0 377 △1 375
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,196 2,532 1,275 △10 6,994

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

301 1 37 △221 119 592 7,331

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当 － － － － － － △129

従業員奨励福利基金 － － － － － － △1

当期純利益 － － － － － － 508

自己株式の取得 － － － － － － △1

自己株式の処分 － － － － － － 0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△291 △0 － 14 △277 △5 △282

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△291 △0 － 14 △277 △5 93

平成20年３月31日　残高
（百万円）

10 0 37 △206 △157 587 7,424
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利益 　 1,295 1,066

減価償却費 　 648 701

のれん償却額 　 105 105

減損損失 　 50 342

貸倒引当金の増減額 　 △87 57

退職給付引当金の増減額 　 △3 △66

役員退職慰労金引当金の
増減額

　 17 △18

受取利息及び受取配当金 　 △17 △24

支払利息 　 199 200

為替差益 　 △59 －

為替差損 　 － 12

関係会社事業整理損 　 － 33

投資有価証券評価損 　 － 4

ゴルフ会員権評価損 　 8 －

有形固定資産除却損 　 53 33

持分法による投資利益 　 △24 △77

売上債権の増減額 　 △346 209

たな卸資産の増減額 　 △53 △5

仕入債務の増減額 　 216 △41

その他 　 △44 238

小計 　 1,958 2,771

利息及び配当金の受取額 　 35 50

利息の支払額 　 △200 △200

法人税等の支払額 　 △550 △543

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 1,241 2,078
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

定期預金の預け入れによ
る支出

　 △87 △159

定期預金の払い戻しによ
る収入

　 78 75

有形固定資産の取得によ
る支出

　 △892 △692

有形固定資産の売却によ
る収入

　 4 2

投資有価証券の取得によ
る支出

　 △76 △3

貸付金の実行による支出 　 － △0

貸付金の回収による収入 　 45 3

その他 　 △91 △82

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,018 △857

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入による純増減額 　 △25 △759

長期借入れによる収入 　 770 1,047

長期借入金の返済による
支出

　 △1,134 △1,300

社債の償還による支出 　 △200 －

配当金の支払額 　 △105 △128

少数株主への配当金の支
払額

　 △70 △89

少数株主からの払込によ
る収入

　 20 －

その他 　 △1 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △748 △1,231

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 22 △20

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

　 △507 △31

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 2,184 1,697

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加

　 20 －

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末
残高

※1 1,697 1,665
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　10社

主要な連結子会社の名称

　「第１企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため、省略した。

　㈱イソライト住機は当連結会計年度に

当社の住機事業を分社化し子会社とし

たことにより、新たに連結の範囲に含め

ている。

(1）連結子会社の数　　　　　10社

主要な連結子会社の名称

　「第１企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため、省略した。

 (2）非連結子会社の名称等

非連結子会社

　ピーティーイソライトセラミックファ

イバーズヌサンタラ

(2）非連結子会社の名称等

非連結子会社

同　　　　左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は設立後未だ事業活動を

行っておらず、総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためである。

（連結の範囲から除いた理由）

同　　　　左

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社数　６社

主要な持分法適用の関連会社の名称

　「第１企業の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため、省略した。

(1）持分法適用の関連会社数　６社

主要な持分法適用の関連会社の名称

同　　　　左

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社（ピーティーイソライトセラミック

ファイバーズヌサンタラ）及び関連会

社（ソンカンエンタープライズカンパ

ニーリミテッド、グルーヴテックエンジ

ニアリングセンドリアンベルハッド、

ピーティーフォスターイソラシブアナ、

及び上海伊索高温隔熱材料有限公司）

はそれぞれ連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外している。

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（ピーティーイソライトセラミック

ファイバーズヌサンタラ）及び関連会

社（ソンカンエンタープライズカンパ

ニーリミテッド等）はそれぞれ連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除外し

ている。

 (3）持分法適用の関連会社は全て決算日

が12月31日である。連結財務諸表の作成

に当っては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ている。

(3）同　　　　左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、イソライトインシュ

レーティングファイヤーブリックセンド

リアンベルハッド、イソライトセラミック

ファイバーズセンドリアンベルハッド、イ

ソライトイースタンユニオンリフラクト

リーズカンパニーリミテッド、蘇州伊索来

特耐火繊維有限公司、依索（上海）貿易有

限公司及びITM Europe GmbHの決算日は

12月31日である。

　連結財務諸表の作成に当っては同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っている。

同　　　　左

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

ａ時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

ａ時価のあるもの

同　　　　左

 ｂ時価のないもの

移動平均法による原価法

ｂ時価のないもの

同　　　　左

 ②デリバティブ

　時価法

②デリバティブ

同　　　　左

 ③たな卸資産

　主として、月次総平均法に基づく原

価法

③たな卸資産

同　　　　左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ①有形固定資産

　当社、国内連結子会社１社及び在外

連結子会社は、所在地国の会計基準の

規定に基づく定額法、国内連結子会社

のうち２社は定率法によっている。

　ただし、国内連結子会社については

平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について、定額

法を採用している。

　なお主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　２～15年

①有形固定資産

　当社、国内連結子会社１社及び在外

連結子会社は、所在地国の会計基準の

規定に基づく定額法、国内連結子会社

のうち２社は定率法によっている。

　ただし、国内連結子会社については

平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について、定額

法を採用している。

　なお主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　２～15年

(会計方針の変更)

　当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年4月1日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更し

ている。これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ6百万円減少している。なお、セ

グメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載している。

(追加情報)

　当社及び国内連結子会社は、法人税

法改正に伴い、平成19年3月31日以前

に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の5％に

到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の5％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上して

いる。この結果、従来の方法に比べ、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ17百万円減少し

ている。なお、セグメント情報に与え

る影響については、当該箇所に記載し

ている。
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ②無形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定額法、

在外連結子会社は所在地国の会計基

準の規定に基づく定額法を採用して

いる。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ている。

②無形固定資産

同　　　　左

 ③長期前払費用

　当社及び国内連結子会社は均等償

却、在外連結子会社は所在地国の会計

基準に基づく均等償却を行っている。

③長期前払費用

同　　　　左

 (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同　　　　左

 ②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上してい

る。

②賞与引当金

同　　　　左

 ③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することと

している。

③退職給付引当金

同　　　　左

 ④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給基準（内規）

に基づく期末要支給額を計上してい

る。

④役員退職慰労引当金

同　　　　左

 ⑤ＰＣＢ処理引当金

　保管するＰＣＢ廃棄物の処理費用の

支出に備えるため、当連結会計年度末

において合理的に見積もることがで

きる処理費用見込額を計上している。

⑤ＰＣＢ処理引当金

同　　　　左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　

　

(4）完成工事高の計上基準

　売上高のうち、完成工事高の計上基準

は、工事完成基準によっているが、長期

工事(工期12ヶ月以上かつ、請負金額５

千万円以上)は工事進行基準を採用して

いる。

　当連結会計年度の工事進行基準による

完成工事高はない。

 (5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

(5）重要なリース取引の処理方法

同　　　　左

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法
 ①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。た

だし、為替予約取引においては振当処

理の要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップ及び金利キャッ

プにおいては特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を行ってい

る。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。た

だし、為替予約取引においては振当処

理の要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップにおいては特例

処理の要件を満たしている場合は特

例処理を行っている。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ、金利

キャップ

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ

 (ロ)ヘッジ対象

外貨建債権債務、外貨建予定取引、

借入金利息

(ロ)ヘッジ対象

　同　　　　左

 ③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスク

を回避する目的でのみデリバティブ

取引を利用しており、投機目的のもの

はない。

③ヘッジ方針

同　　　　左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　それぞれの手段において特例処理及

び振当処理の要件を満たしている場

合は、有効性の評価は省略している。

また繰延ヘッジ処理を採用している

場合も、ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ行為の開始時及びその後も継

続して相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺すると想定

することができるため、有効性の評価

は省略している。

④ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっている。

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同　　　　左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては全面時価評価法を採用している。

同　　　　左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは10年間で均等償却している。 同　　　　左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。

同　　　　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を

適用している。

　　従来の資本の部の合計に相当する金額は、6,736百万円であ

る。

　　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成している。

───────

（企業結合に係る会計基準）

　　当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　最

終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10号）

を適用している。

　　これによる損益に与える影響はない。

───────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示している。

　

───────

（連結キャッシュ・フロー計算書） 　

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん

償却額」と表示している。

───────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりである。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりである。

土地 593 （238）百万円

建物 229 （197）百万円

機械装置 292 （ 92）百万円

計 1,115 （528）百万円

土地 440 （104）百万円

建物 222 （181）百万円

機械装置 71 （ 71）百万円

計 735 （357）百万円

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 1,046 （240）百万円

長期借入金 13 （ 13）百万円

計 1,060 （253）百万円

短期借入金 653 （653）百万円

長期借入金 455 （ －）百万円

計 1,108 （653）百万円

　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示している。

　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債

務を示している。

※２　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれてい

る。

※２　　同　　　　左

※３　非連結子会社及び関連会社株式 340百万円 ※３　非連結子会社及び関連会社株式    395百万円

　４　保証債務 　４　保証債務

　　　 関係会社の金融機関からの借入れに対する債務保証

フォスターエンジニアリングプラ

イベートリミテッド
521百万円

　流動化債権のうち劣後部分に対する債務保証

クレセール・アセット・ファン

ディング・コーポレーション
169百万円

 合　　計 690百万円

　　　 関係会社の金融機関からの借入れに対する債務保証

フォスターエンジニアリングプラ

イベートリミテッド
   468百万円

　流動化債権のうち劣後部分に対する債務保証

クレセール・アセット・ファン

ディング・コーポレーション
  404百万円

 合　　計    872百万円

　５　受取手形割引高 141百万円 　５　受取手形割引高    59百万円

※６　期末日満期手形の会計処理については手形交換日を

もって決済処理している。

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれる。

 受取手形 121百万円 

 支払手形 26百万円 

※６　

───────

※７　当連結会計年度末の流動資産の「その他」には、未

収入金として、売掛債権売買基本協定に基づく売掛債

権譲渡高211百万円が含まれている。

※７　

───────

　８　当社は取引銀行との間でシンジケートローンにおけ

る貸出コミットメントライン契約を締結している。当

該貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次の

とおりである。

　８　当社は取引銀行との間でシンジケートローンにおけ

る貸出コミットメントライン契約を締結している。当

該貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次の

とおりである。

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行残高 －

差引額 1,000百万円

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行残高 －

差引額 1,000百万円

※９　土地再評価差額金は在外連結子会社が当該国の法律

に基づいて行なった資産再評価による積立金である。

※９　　同　　　左
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

(1）販売費 (1）販売費

従業員給料賃金 582百万円

運送保管費 728百万円

減価償却費 20百万円

賞与引当金繰入額 42百万円

退職給付引当金繰入額 28百万円

従業員給料賃金    463百万円

運送保管費    619百万円

減価償却費   14百万円

賞与引当金繰入額   45百万円

退職給付引当金繰入額   23百万円

(2）一般管理費 (2）一般管理費

従業員給料賃金 274百万円

役員報酬 128百万円

研究開発費 295百万円

減価償却費 30百万円

賞与引当金繰入額 23百万円

退職給付引当金繰入額 9百万円

役員退職慰労引当金繰入額 29百万円

従業員給料賃金    352百万円

役員報酬    168百万円

研究開発費    314百万円

減価償却費   23百万円

賞与引当金繰入額   35百万円

退職給付引当金繰入額  13百万円

役員退職慰労引当金繰入額   24百万円
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※２　減損損失

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上した。

 場所 用途 種類 減損損失

石川県
羽昨郡

 遊休資産
 建物 43  百万円

 土地 6  百万円

合       計 50  百万円

(減損を認識するに至った経緯)

 　当社の連結子会社であるイソライト建材株式会社の

所有している遊休資産は今後使用見込がなく、かつ当

該遊休資産の市場価格が著しく下落しているため、減

損損失を認識した。

 　その結果、これらの資産を回収可能価額まで減損し、

当該減少額50百万円を特別損失として認識している。

(資産をグルーピングした方法)

 　減損損失を把握するにあたっては、原則として管理

会計単位である事業部ごとにグルーピングを行なっ

た。また、連結子会社に関しては、連結子会社ごとに個

別の資産グループとして取り扱っている。（ただし、

遊休資産については、物件ごとに個別の資産グループ

として取り扱っている。）

(回収可能価額の算定方法)

 　遊休資産は、正味売却価額を回収可能価額としてお

り、正味売却価額は不動産鑑定士による鑑定評価額を

もとに算定している。

※２　減損損失

  当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産について減損損失を計上した。

 場所 用途 種類 減損損失

大阪府
池田市

 遊休資産  土地 24  百万円

石川県
七尾市

 工場  建物他 9  百万円

 賃貸資産  土地 29  百万円

 店舗・ガソリン

スタンド等
 土地 248  百万円

 遊休資産  土地 9  百万円

－  － 　のれん 22  百万円

合       計 342  百万円

(減損を認識するに至った経緯)

　 当社所有の社宅(大阪府池田市)について、今後使用見

込みがないことから遊休資産としたが、当該資産の市

場価格が著しく下落しているため、減損損失を認識し

た。

 　工場については、当社の連結子会社であるイソライ

ト建材株式会社の所有する建物等の市場価格が著し

く下落しているため、賃貸資産については、イソライ

ト建材株式会社の所有する土地の市場価格が著しく

下落しているため、店舗・ガソリンスタンド等につい

ては、当社の連結子会社であるイソライト土地開発株

式会社が業務範囲を大幅に縮小整理したため、遊休資

産である土地(石川県七尾市)については、当該資産の

市場価格が著しく下落しているため、それぞれ減損損

失を認識した。

 　当社の連結子会社であるイソライト セラミック

ファイバーズ センドリアンベルハッドについて、同

社の現状及び今後の事業計画を鑑み、同社にかかるの

れん全額について減損損失として計上した。

 　その結果、これらの資産を回収可能価額まで減額し、

当該減少額 342百万円を特別損失として計上してい

る。

(資産をグルーピングした方法)

 　減損損失を把握するにあたっては、原則として管理

会計単位である事業部ごとにグルーピングを行なっ

た。また、連結子会社に関しては、主として連結子会社

ごとに個別の資産グループとして取り扱っている。た

だし、遊休資産については、物件ごとに個別の資産グ

ループとして取り扱っている。

(回収可能価額の算定方法)

 　回収可能価額は正味売却価額により測定している。

正味売却価額について、土地については近隣売買事例

における取引価額または固定資産税評価額、建物につ

いては固定資産税評価額等をもとに評価している。ま

た、のれんについては、同社の超過収益力をゼロとし

て評価している。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※３　研究開発費の総額 ※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

　 297百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

　    321百万円

※４　休止固定資産減価償却費は、当社七尾工場内一部設

備の操業一時休止に伴うものである。

※４  同　　　　　左

※５　

───────

※５　為替差損

　　　韓国ウォンの為替相場が著しく下落したため、当社ソ

ウル支店における為替差損を特別損失として計上し

ている。

※６　震災損失

　　　平成19年３月25日に発生した能登半島地震による修繕

費等である。

※６

───────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 23,606 － － 23,606

合計 23,606 － － 23,606

自己株式     

普通株式（注） 37 5 － 43

合計 37 5 － 43

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日

定時株主総会
普通株式 47 2.0 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月８日

取締役会
普通株式 58 2.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 58  利益剰余金 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 23,606 － － 23,606

合計 23,606 － － 23,606

自己株式     

普通株式（注） 43 5 0 48

合計 43 5 0 48

(注)　１　普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増し請求による減少である。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 58 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年11月７日

取締役会
普通株式 70 3.0 平成19年９月30日 平成19年12月７日
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(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 70  利益剰余金 3.0 平成20年３月31日 平成20年６月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,787百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△90百万円

現金及び現金同等物 1,697百万円

現金及び預金勘定      1,839百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
　  △174百万円

現金及び現金同等物      1,665百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　(借主側)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　(借主側)

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 90 56 － 34

機械装置及び運搬
具

124 90 － 34

工具器具及び備品 87 53 3 30

無形固定資産 23 16 1 5

合計 325 216 4 104

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

減損損失
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 125 92 － 33

機械装置及び運搬
具

180 107 － 73

工具器具及び備品 87 66 1 19

無形固定資産 23 20 0 2

合計 416 286 1 128

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高等に占める割合が低いため支

払利子込み法により算定している。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高等に占める割合が低いため支

払利子込み法により算定している。

(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 64百万円

１年超 44百万円

合計 108百万円

リース資産減損勘定の残高 4百万円

１年内   37百万円

１年超   92百万円

合計    130百万円

リース資産減損勘定の残高  1百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により算定している。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により算定している。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

支払リース料 39百万円

リース資産減損勘定の取崩額 2百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払リース料   70百万円

リース資産減損勘定の取崩額  2百万円

減価償却費相当額   67百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

同　　　　左
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（有価証券関係）

Ⅰ　前連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成19年３月31日現在）

　該当事項はない。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

　該当事項はない。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在）

区分 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 384 907 523

(2）債券    

①国債・地方債 － － －

②社債 － － －

③その他 6 8 1

(3）その他 － － －

小計 391 915 524

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 95 82 △12

(2）債券    

①国債・地方債 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 95 82 △12

合計 486 998 512

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳

簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表

ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断している。

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

－ － －

５　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在）

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 32

６　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日現在）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１　債券     

(1）国債・地方債 － － － －
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１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 8 － －

２　その他 － － － －

合計 － 8 － －

Ⅱ　当連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成20年３月31日現在）

　該当事項はない。

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

　該当事項はない。

３　その他有価証券で時価のあるもの（平成20年３月31日現在）

区分 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 61 173 111

(2）債券    

①国債・地方債 － － －

②社債 － － －

③その他 6 6 0

(3）その他    

小計 68 180 111

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 421 326 △94

(2）債券    

①国債・地方債 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 421 326 △94

合計 489 507 17

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳

簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表

ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断している。

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 54/103



４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

－ － －

５　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成20年３月31日現在）

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 27

６　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成20年３月31日現在）

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１　債券     

(1）国債・地方債 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 6 － －

２　その他 － － － －

合計 － 6 － －
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（デリバティブ取引関係）

Ⅰ　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップを利用している。

(2）取引に対する取組方針

　通常の外貨建営業取引に係る輸出入実績を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、借入金の残高

の範囲内で金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用し、投機的な取引は行わない。

(3）取引の利用目的

　為替予約取引は、為替変動リスクをヘッジする目的に限定して利用している。金利スワップ取引及び金利

キャップ取引については金利変動リスクをヘッジする目的に限定して利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約取引においては振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップ及び金利キャップにおいては特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を行っている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ、金利キャップ

(ロ)ヘッジ対象

外貨建債権債務、外貨建予定取引、借入金利息

③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でのみデリバティブ取引を利用しており、投機目

的のものはない。

④ヘッジ有効性評価の方法

　それぞれの手段において特例処理及び振当処理の要件を満たしている場合は、有効性の評価は省略し

ている。また、繰延ヘッジ処理を採用している場合も、ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつヘッジ行為の開始時及びその後も継続して相場変動またはキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺すると想定することができるため、有効性の評価は省略している。

(4）取引に係るリスク内容

　為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップ取引は、それぞれ為替変動リスク、金利変動リスクを

有しているが、当社が利用している契約先は、いずれも信用度の高い銀行であるため相手方の契約不履行

による信用リスクはほとんどないものと判断している。

(5）取引に係るリスクの管理体制

　為替予約取引の輸出は断熱事業本部、輸入は各工場の依頼を受け、経理部にて取引している。また、金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引については、経理担当部署にて管理している。

２　取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

　全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略している。

(2）金利関連

　全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略している。

Ⅱ　当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１　取引の状況に関する事項

(1）取引の内容

　為替予約取引、金利スワップ取引を利用している。

(2）取引に対する取組方針

　通常の外貨建営業取引に係る輸出入実績を踏まえ、必要な範囲内で為替予約取引を利用し、借入金の残高

の範囲内で金利スワップ取引を利用し、投機的な取引は行わない。

(3）取引の利用目的

　為替予約取引は、為替変動リスクをヘッジする目的に限定して利用している。金利スワップ取引について

は金利変動リスクをヘッジする目的に限定して利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約取引においては振当処理の要件を満たしている場合
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は振当処理を、金利スワップにおいては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を行っている。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

(イ)ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ

(ロ)ヘッジ対象

外貨建債権債務、外貨建予定取引、借入金利息

③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でのみデリバティブ取引を利用しており、投機目

的のものはない。

④ヘッジ有効性評価の方法

　それぞれの手段において特例処理及び振当処理の要件を満たしている場合は、有効性の評価は省略し

ている。また、繰延ヘッジ処理を採用している場合も、ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつヘッジ行為の開始時及びその後も継続して相場変動またはキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺すると想定することができるため、有効性の評価は省略している。

(4）取引に係るリスク内容

　為替予約取引、金利スワップ取引は、それぞれ為替変動リスク、金利変動リスクを有しているが、当社が利

用している契約先は、いずれも信用度の高い銀行であるため相手方の契約不履行による信用リスクはほと

んどないものと判断している。

(5）取引に係るリスクの管理体制

　為替予約取引の輸出は断熱事業本部、輸入は各工場の依頼を受け、経理部にて取引している。また、金利ス

ワップ取引については、経理担当部署にて管理している。

２　取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

　全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略している。

(2）金利関連

　全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略している。
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（退職給付関係）

Ⅰ　前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の国内連結子会社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用しており、その他国内連結

子会社及び一部の在外連結子会社については、退職一時金制度を採用している。

２　退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日現在）

　 　 （単位：百万円）

① 退職給付債務 △1,611

② 年金資産 744

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △867

④ 未認識数理計算上の差異 △75

⑤ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④） △942

⑥ 前払年金費用 -

⑦ 退職給付引当金（⑤－⑥） △942

　（注）　連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　 　 （単位：百万円）

① 勤務費用 110

② 利息費用 17

③ 期待運用収益 △9

④ 数理計算上の差異の費用処理額 7

⑤ 退職給付費用（①＋②＋③＋④） 124

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①　勤務費用」に計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

Ⅱ　当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の国内連結子会社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用しており、その他国内連結

子会社及び一部の在外連結子会社については、退職一時金制度を採用している。

２　退職給付債務に関する事項（平成20年３月31日現在）

　 　 （単位：百万円）

① 退職給付債務 △1,677

② 年金資産 695

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △981

④ 未認識数理計算上の差異 105

⑤ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④） △876

⑥ 前払年金費用 -

⑦ 退職給付引当金（⑤－⑥） △876

　（注）　連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

３　退職給付費用に関する事項（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　 　 （単位：百万円）

① 勤務費用 82

② 利息費用 18

③ 期待運用収益 △10

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △10

⑤ 退職給付費用（①＋②＋③＋④） 79

　（注）　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①　勤務費用」に計上している。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 5年

（ストック・オプション等関係）

該当事項はない。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

平成19年3月31日現在
（百万円）

当連結会計年度
平成20年3月31日現在

（百万円）

繰延税金資産   

繰越欠損金 330 148

退職給付引当金 347 353

外国税額繰越控除限度超過額 85 59

貸倒引当金損金算入限度超過額 67 63

販売用不動産評価損 132 132

役員退職慰労引当金 30 20

土地減損額 77 356

減価償却超過額 106 112

退職年金 34 1

賞与引当金 76 80

ゴルフ会員権減損額 31 31

たな卸資産評価損及び廃棄損 11 4

ＰＣＢ処理費用 5 5

関係会社株式評価損 - 217

その他 75 58

繰延税金資産小計 1,411 1,646

評価性引当額 △709 △804

繰延税金資産合計 701 842

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △209 △7

海外子会社の留保利益 - △45

その他 △23 △19

繰延税金負債合計 △232 △72

繰延税金資産の純額 468 770

　   

　   （注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。

　
前連結会計年度

平成19年3月31日現在
（百万円）

当連結会計年度
平成20年3月31日現在

（百万円）

流動資産－繰延税金資産 238 192

固定資産－繰延税金資産 237 595

固定負債－繰延税金負債 △6 △18

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

平成19年3月31日現在
（％）

当連結会計年度
平成20年3月31日現在

（％）

法定実効税率 41.0 41.0

(調整）   

住民税均等割 0.9 1.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 △7.9 △9.3

評価性引当額の増減額 △18.1 4.2

海外子会社の損益に係る税率差異 △6.9 △6.2

受取配当金消去 16.3 22.1

海外子会社の留保利益　 - 4.3

外国税額　 - △10.0

法人税の特別控除額　 - △2.6

のれん償却額　 - 4.1
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前連結会計年度

平成19年3月31日現在
（％）

当連結会計年度
平成20年3月31日現在

（％）

持分法投資利益　 - △3.0

その他 △2.0 △1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.3 44.0
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　
断熱関連事
業(百万円)

建設関連事
業(百万円)

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 13,758 1,388 1,755 16,902 － 16,902

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1 － 1 3 (3) －

計 13,760 1,388 1,757 16,906 (3) 16,902

営業費用 11,920 1,395 1,803 15,119 (19) 15,100

営業利益（△は営業損失） 1,840 △7 △46 1,786 15 1,802

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 13,123 1,607 1,979 16,710 4,138 20,848

減価償却費 478 23 82 584 63 648

減損損失 － 50 － 50 － 50

資本的支出 853 8 11 873 44 917

　（注）１　事業区分は売上集計及び内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

(1）断熱関連事業……耐火断熱れんが、不定形耐火断熱材、炉工事等

(2）建設関連事業……ファイヤープロテクション工事（関連商品含む）、集成材等

(3）その他事業　……セラミックス多孔体、軽金属補強材料、IT関連設備用部品、

住宅用燃焼機器、石油製品、ディスカウントショップの経営等

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は4,696百万円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

４　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれている。
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当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
断熱関連事
業(百万円)

建設関連事
業(百万円)

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 15,103 1,136 1,787 18,027 － 18,027

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2 － 88 90 (90) －

計 15,105 1,136 1,875 18,118 (90) 18,027

営業費用 13,166 1,208 1,952 16,326 (125) 16,201

営業利益（△は営業損失） 1,939 △71 △76 1,791 35 1,826

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 14,835 375 1,958 17,168 2,704 19,873

減価償却費 539 30 85 654 46 701

減損損失 22 38 － 60 282 342

資本的支出 580 2 1 584 77 661

　（注）１　事業区分は売上集計及び内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業の主な製品

(1）断熱関連事業……セラミックファイバー、耐火断熱れんが、炉工事等

(2）建設関連事業……ファイヤープロテクション工事（関連商品含む）、集成材等

(3）その他事業　……セラミックス多孔体、軽金属補強材料、IT関連設備用部品、

住宅用燃焼機器、石油製品、ディスカウントショップの経営等

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は3,454百万円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

４　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれている。

５　会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法　①有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これにより、「断熱関連事業」の営業費用が6百万円増

加し、営業利益が同額減少している。なお、「建設関連事業」及び「その他事業」の営業費用及び営業損失へ

の影響額は僅少である。

　また、同（追加情報）に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成19年3月31日

以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この結果、従来の方法に比べ、営業費用は「断熱関連事

業」が11百万円、「建設関連事業」が1百万円、「その他事業」が4百万円増加し、「断熱関連事業」の営業利

益が同額減少し、「建設関連事業」及び「その他事業」の営業損失がそれぞれ同額増加している。

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 63/103



【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 12,423 3,594 884 16,902 － 16,902

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
622 2,724 － 3,346 (3,346) －

計 13,046 6,318 884 20,249 (3,346) 16,902

営業費用 11,788 5,829 823 18,442 (3,342) 15,100

営業利益 1,257 488 60 1,806 (4) 1,802

Ⅱ　資産 11,559 5,301 336 17,198 3,650 20,848

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりである。

アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、中国、韓国他

その他…本邦、アジア以外の地域

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は4,696百万円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 12,841 3,905 1,279 18,027 － 18,027

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
778 2,819 － 3,598 (3,598) －

計 13,620 6,725 1,279 21,625 (3,598) 18,027

営業費用 12,392 6,253 1,196 19,842 (3,641) 16,201

営業利益 1,228 471 82 1,782 43 1,826

Ⅱ　資産 12,917 5,264 351 18,534 1,338 19,873

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。

アジア…マレーシア、シンガポール、台湾、中国、韓国

その他…本邦、アジア以外の地域

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は3,454百万円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

４　会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法　①有形固定資産（会計方針の変更）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。これにより、営業費用は「日本」が6百万円増加し、営

業利益が同額減少している。

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 64/103



　　　また、同（追加情報）に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改正に伴い、平成19年3月31日以

前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

5%に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この結果、従来の方法に比べ、営業費用は「日本」が17百

万円増加し、営業利益が同額減少している。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,801 1,173 4,975

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 16,902

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 22.5 6.9 29.4

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２　アジア地域の内訳は次のとおりである。

アジア：マレーシア、シンガポール、台湾、中国、韓国他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年3月31日）

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 4,568 1,390 5,959

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 18,027

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 25.3 7.7 33.1

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２　各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。

アジア：マレーシア、シンガポール、台湾、中国、韓国

その他：ドイツ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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（関連当事者との取引）

Ⅰ　前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金

事業の内
容

議決権等
の所有割
合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

関連会社

フォス

ターエン

ジニアリ

ングプラ

イベート

リミテッ

ド

シンガ

ポール
2,800千S＄

フォス

ターグ

ループ各

社の持株

会社

直接

36.0
有

当社と

の通常

の取引

はない

保証債務

(注)１
521 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)　上記会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っており、協議の上決定した保証料を受け取っている。

Ⅱ　当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金

事業の内
容

議決権等
の所有割
合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

関連会社

フォス

ターエン

ジニアリ

ングプラ

イベート

リミテッ

ド

シンガ

ポール
2,800千S＄

フォス

ターグ

ループ各

社の持株

会社

直接

36.0
有

当社と

の通常

の取引

はない

保証債務

(注)１
468 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)　上記会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っており、協議の上決定した保証料を受け取っている。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 285円96銭

１株当たり当期純利益 38円06銭

１株当たり純資産額 290円21銭

１株当たり当期純利益 21円56銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式を発行していないため記載していない。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式を発行していないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 897 508

普通株式に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 897 508

期中平均株式数（千株） 23,566 23,560

（重要な後発事象）

 該当事項はない。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 4,892 4,200 2.44 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,144 1,341 1.96 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 2,752 2,219 2.14
平成21年４月～

平成27年３月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 8,789 7,761  　

　（注）１　平均利率は期末時点における利率及び残高を使っている。

２　長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における

返済予定額は以下のとおりである。

　 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金（百万円） 1,164 392 370 201

その他の有利子負債（百万円） － － － －

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  715   652  

２　受取手形  ※6  440   405  

３　売掛金  ※4  2,389   2,262  

４　製品及び商品 　  704   576  

５　販売用不動産 　  244   244  

６　原材料 　  152   157  

７　仕掛品 　  45   61  

８　未成工事支出金 　  97   121  

９　貯蔵品 　  4   3  

10　前払費用 　  28   26  

11　短期貸付金  ※4  169   144  

12　未収入金  ※4,7  382   199  

13　繰延税金資産 　  152   105  

14　その他 　  42   128  

貸倒引当金 　  △6   △3  

流動資産合計 　  5,564 32.8  5,085 33.4

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1）建物 　 2,526   2,501   

減価償却累計額  ※3　 △1,399 1,127  △1,413 1,087  

(2）窯炉設備 　 20   20   

減価償却累計額 　 △19 1  △19 0  

(3）構築物 　 332   335   

減価償却累計額  ※3 △239 93  △246 88  

(4）機械装置 　 2,632   2,646   

減価償却累計額 　 △1,946 686  △2,031 614  

(5）車両及び運搬具 　 22   22   

減価償却累計額 　 △13 9  △15 7  

(6）工具器具及び備品 　 344   350   

減価償却累計額 　 △288 55  △298 52  

(7）土地  ※1  2,297   2,015  

(8）建設仮勘定 　  12   32  

有形固定資産合計 　  4,282 25.3  3,898 25.6

２　無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  35   32  

(2）その他 　  9   8  

無形固定資産合計 　  44 0.3  40 0.3
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３　投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  1,025   531  

(2）関係会社出資金 　  675   675  

(3）関係会社株式 　  4,915   4,407  

(4）長期貸付金  ※4  1   －  

(5）従業員長期貸付金 　  7   6  

(6）関係会社長期貸付金 　  85   85  

(7）長期滞留債権 　  108   102  

(8）長期前払費用 　  91   100  

(9）敷金及び保証金 　  120   110  

(10）長期預け金 　  143   143  

(11）繰延税金資産 　  46   416  

(12）その他 　  16   15  

貸倒引当金 　  △182   △217  

関係会社
投資損失引当金

　  －   △191  

投資その他の資産合計 　  7,055 41.6  6,184 40.7

固定資産合計 　  11,383 67.2  10,123 66.6

資産合計 　  16,947 100.0  15,209 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形  ※6　  674   628  

２　買掛金  ※4  698   694  

３　短期借入金  ※1  2,860   2,160  

４　１年以内に返済予定の長
期借入金

　  1,061   1,331  

５　未払金 　  56   39  

６　未払費用 　  173   194  

７　未払法人税等 　  77   116  

８　未払消費税等 　  11   11  

９　前受金 　  2   8  

10　預り金 　  14   9  

11　賞与引当金 　  80   82  

12　設備支払手形 　  15   42  

13　その他 　  0   －  

流動負債合計 　  5,726 33.8  5,319 35.0

Ⅱ　固定負債 　       

１　長期借入金  ※1  2,738   1,982  

２　退職給付引当金 　  475   374  

３　役員退職慰労引当金 　  67   43  

４　関係会社事業損失
　　引当金

　  562   251  

５　預り保証金 　  259   265  

６　ＰＣＢ処理引当金 　  13   13  

固定負債合計 　  4,116 24.3  2,929 19.3

負債合計 　  9,842 58.1  8,249 54.2
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,196 18.9  3,196 21.0

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 904   904   

(2）その他資本剰余金 　 1,628   1,628   

資本剰余金合計 　  2,532 14.9  2,532 16.7

３　利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 1,085   1,231   

利益剰余金合計 　  1,085 6.4  1,231 8.1

４　自己株式 　  △8 △0.0  △10 △0.1

株主資本合計 　  6,805 40.2  6,949 45.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  298   9  

２　繰延ヘッジ損益 　  1   0  

評価・換算差額等合計 　  300 1.7  9 0.1

純資産合計 　  7,105 41.9  6,959 45.8

負債及び純資産合計 　  16,947 100.0  15,209 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

　１　製品及び商品売上高 　 8,004   8,561   

　２　完成工事高 　 1,794 9,799 100.0 1,970 10,532 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

　１　製品、商品売上原価 　       

　　(1) 製品、商品期首たな卸高 　 827   949   

　　(2) 当期製品製造原価  ※1,2 1,983   2,008   

　　(3) 当期製品及び商品仕入高  ※1 4,176   4,341   

　　　　合計 　 6,987   7,299   

　　(4) 他勘定振替高  ※3 308   438   

　　(5) 製品、商品期末たな卸高 　 949 5,729  821 6,039  

　２　完成工事原価 　  1,470   1,686  

　　　売上原価 　  7,199 73.5  7,725 73.3

売上総利益 　  2,599 26.5  2,807 26.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　販売費  ※4 1,181   1,173   

２　一般管理費  ※2,4 711 1,892 19.3 763 1,937 18.4

営業利益 　  706 7.2  869 8.3

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 3   11   

２　受取配当金  ※5 520   549   

３　貸付金利息及び受取延滞
利息

　 4   5   

４　受取賃貸料 　 33   32   

５　為替差益 　 10   －   

６　その他 　 34 607 6.2 33 633 6.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 114   121   

２　出向者労務費  ※5 17   21   

３　賃貸資産費用 　 20   18   

４　工場休止費用 　 43   50   

５　為替差損 　 －   70   

６　その他 　 89 285 2.9 88 371 3.6

経常利益 　  1,029 10.5  1,131 10.7

 

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 72/103



　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１　貸倒引当金戻入益 　 29 29 0.3 7 7 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　減損損失  ※6 －   282   

２　関係会社事業損失引当金
繰入額

　 161   218   

３　関係会社投資損失引当金
繰入額

　 －   191   

４　為替差損  ※7 －   110   

５　貸倒引当金繰入額 　 －   40   

６　投資有価証券評価損 　 －   4   

７　たな卸資産評価損及び廃
棄損

　 52   －   

８　固定資産除却損 　 45   －   

９　震災損失  ※8 44   －   

10　アスベスト除去費用 　 14   －   

11　ゴルフ会員権評価損 　 8 327 3.3 － 847 8.0

税引前当期純利益 　  731 7.5  291 2.8

法人税、住民税及び事業
税

　 100   136   

法人税等調整額 　 △283 △183 △1.8 △120 15 0.2

当期純利益 　  914 9.3  275 2.6
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費 　 861 43.5 893 43.7

Ⅱ　労務費 　 505 25.5 446 21.8

Ⅲ　経費 ※3 614 31.0 705 34.5

当期製造費用 　 1,981 100.0 2,045 100.0

仕掛品期首たな卸高 　 49  45  

合計 　 2,030  2,091  

他勘定振替高 ※2 1  22  

仕掛品期末たな卸高 　 45  60  

当期製品製造原価 　 1,983  2,008  

　（注）　１　原価計算の方法は組別総合原価計算を採用している。

※２　前事業年度及び当事業年度において、他勘定振替高中の原材料振替高は発生していない。

※３　主な内訳は次のとおりである。

項目 前事業年度（百万円） 当事業年度（百万円）

減価償却費 116 114

動力費 94 92

外注費 79 87

修繕費 53 72

完成工事原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費 　 367 25.7 484 28.3

Ⅱ　労務費 　 62 4.3 63 3.7

Ⅲ　経費 ※2 1,001 70.0 1,163 68.0

当期総費用 　 1,431 100.0 1,711 100.0

期首未成工事支出金 　 144  97  

合計 　 1,575  1,809  

他勘定振替高 　 7  －  

期末未成工事支出金 　 97  122  

完成工事原価 　 1,470  1,686  

　（注）　１  原価計算の方法は個別原価計算を採用している。

※２　経費中の外注費は前事業年度778百万円、当事業年度1,014百万円である。

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 74/103



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

3,196 904 1,628 2,532 276 276 △7 5,998

事業年度中の変動額         

剰余金の配当（注） － － － － △47 △47 － △47

剰余金の配当 － － － － △58 △58 － △58

当期純利益 － － － － 914 914 － 914

自己株式の取得 － － － － － － △1 △1

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － － 808 808 △1 806

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,196 904 1,628 2,532 1,085 1,085 △8 6,805

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

280 － 280 6,278

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注） － － － △47

剰余金の配当 － － － △58

当期純利益 － － － 914

自己株式の取得 － － － △1

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

18 1 20 20

事業年度中の変動額合計
（百万円）

18 1 20 827

平成19年３月31日　残高
（百万円）

298 1 300 7,105

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

3,196 904 1,628 2,532 1,085 1,085 △8 6,805

事業年度中の変動額         

剰余金の配当 － － － － △129 △129 － △129

当期純利益 － － － － 275 275 － 275

自己株式の取得 － － － － － － △1 △1

自己株式の処分 － － △0 △0 － － 0 0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － －
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － △0 △0 146 146 △1 144

平成20年３月31日　残高
（百万円）

3,196 904 1,628 2,532 1,231 1,231 △10 6,949

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

298 1 300 7,105

事業年度中の変動額     

剰余金の配当 － － － △129

当期純利益 － － － 275

自己株式の取得 － － － △1

自己株式の処分 － － － 0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△289 △0 △290 △290

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△289 △0 △290 △145

平成20年３月31日　残高
（百万円）

9 0 9 6,959
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同　　　　左

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

②時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

同　　　　左

 

 

 

②時価のないもの

同　　　　左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1）デリバティブ

　時価法

(1）デリバティブ

同　　　　左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品及び商品・原材料・仕掛品・貯

蔵品

　月次総平均法による原価法

(1）製品及び商品・原材料・仕掛品・貯

蔵品

同　　　　左

 (2）販売用不動産

　個別法による原価法

(2）販売用不動産

同　　　　左

 (3）未成工事支出金

　個別法による原価法

(3）未成工事支出金

同　　　　左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　　　　２～50年

機械装置及び車両運搬具　２～15年

(1）有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

建物及び構築物　　　　　２～50年

機械装置及び車両運搬具　２～15年

　(会計方針の変更)

　法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更してい

る。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽微

である。

　(追加情報)

　平成19年度の法人税法改正に伴い、平

成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取

得価額の5％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の5％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してい

る。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ16百万円

減少している。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してい

る。

(2）無形固定資産

同　　　　左

 (3）長期前払費用

　均等償却

(3）長期前払費用

同　　　　左

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

(1）貸倒引当金

同　　　　左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上している。

(2）賞与引当金

同　　　　左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づいて計上してい

る。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。

(3）退職給付引当金

同　　　　左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給基準（内規）に

基づく期末要支給額を計上している。

(4）役員退職慰労引当金

同　　　　左

 (5）

――――――

(5）関係会社投資損失引当金

　関係会社に対する投資の損失に備える

ため、関係会社の財政状態および回収可

能性を勘案して必要額を計上している。

 (6）関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、

関係会社の資産内容等を勘案し、当社が

負担することとなる損失見込額を計上

している。

なお、投資簿価相当額530百万円を含

めて表示している。

(6）関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、

関係会社の資産内容等を勘案し、当社が

負担することとなる損失見込額を計上

している。

 (7）ＰＣＢ処理引当金

　保管するＰＣＢ廃棄物の処理費用の支

出に備えるため、当事業年度末において

合理的に見積もることができる処理費

用見込額を計上している。

(7）ＰＣＢ処理引当金

同　　　　左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

同　　　　左

７　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。ただ

し、為替予約取引においては振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、

金利スワップにおいては特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を

行っている。

(1）ヘッジ会計の方法

同　　　　左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象
 ①ヘッジ手段

為替予約取引、金利スワップ

①同　　　　左

　

 ②ヘッジ対象

外貨建債権債務、外貨建予定取引、借

入金利息

②同　　　　左

　

 (3）ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスクを

回避する目的でのみデリバティブ取引

を利用しており、投機目的のものはな

い。

(3）ヘッジ方針

同　　　　左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　それぞれの手段において特例処理及び

振当処理の要件を満たしている場合は、

有効性の評価は省略している。また繰延

ヘッジ処理を採用している場合も、ヘッ

ジ手段及びヘッジ対象に関する重要な

要件が同一であり、かつヘッジ行為の開

始時及びその後も継続して相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動を完全に

相殺すると想定することができるため、

有効性の評価は省略している。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同　　　　左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）長期工事の完成工事高計上基準

　売上高のうち、完成工事高の計上基準

は、工事完成基準によっているが、長期

工事（工期12ヶ月以上かつ、請負金額５

千万円以上）は工事進行基準を採用し

ている。

　当事業年度の工事進行基準による完成

工事高はない。

(1）長期工事の完成工事高計上基準

同　　　　左

 (2）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっている。

(2）消費税等の会計処理

同　　　　左
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用している。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、7,103百万円で

ある。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成している。

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　

最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号）を適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

　

───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

───────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社の商品の大部分は、製造関係会社から仕入れたもの

であり、得意先に対しては関係会社仕入商品と当社製品を

区別することなく販売している実態から、売上高を製品売

上高と商品売上高に区分する意義が事実上なくなってい

る。このため、従来区分していた製品売上高と商品売上高

を合算し、当事業年度より製品及び商品売上高として記載

している。これに伴い、次のとおり表示方法の変更を行っ

ている。

（貸借対照表）

前事業年度まで独立科目で掲記していた「商品」（当

事業年度末残高369百万円）と「製品」（当事業年度末残

高　335百万円）を合算し、当事業年度より「製品及び商

品」として表示している。

（損益計算書）

前事業年度まで独立科目で掲記していた「製品売上

高」（当事業年度末残高3,130百万円）と「商品売上高」

（当事業年度末残高4,874百万円）を合算し、当事業年度よ

り「製品及び商品売上高」として表示している。

前事業年度まで掲記していた「当期商品仕入高」を、当

事業年度より「当期製品及び商品仕入高」として表示し

ている。

───────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりである。

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりである。

土地 204百万円 土地    204百万円

　担保付債務は次のとおりである。 　担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 455百万円 長期借入金    455百万円

  

　２　保証債務

　関係会社の金融機関等からの借入れ等に対する債務

保証

　２　保証債務

　関係会社の金融機関等からの借入れ等に対する債務

保証

イソライト建材㈱ 316百万円

イソライト土地開発㈱ 14百万円

㈱ＩＴＭ 300百万円

蘇州伊索来特耐火繊維有限公司 250百万円

イソライトインシュレーティングファイヤー

ブリックセンドリアンベルハッド

　 547百万円

イソライトセラミックファイバーズセンドリ

アンベルハッド

　 262百万円

フォスターエンジニアリングプライベートリ

ミテッド

　 521百万円

小　計 2,211百万円

　流動化債権のうち劣後部分に対する債務保証

クレセール・アセット・ファンディング・

コーポレーション

　 169百万円

 合　計 2,380百万円

イソライト建材㈱    653百万円

イソライト土地開発㈱   17百万円

㈱ＩＴＭ    300百万円

㈱イソライト住機    4百万円

イソライトインシュレーティングファイヤー

ブリックセンドリアンベルハッド

　    555百万円

イソライトセラミックファイバーズセンドリ

アンベルハッド

　    543百万円

蘇州伊索来特耐火繊維有限公司   200百万円

フォスターエンジニアリングプライベートリ

ミテッド

　    468百万円

小　計 2,741百万円

　流動化債権のうち劣後部分に対する債務保証

クレセール・アセット・ファンディング・

コーポレーション

　    404百万円

 合　計 3,146百万円

※３　減価償却累計額には減損損失累計額が含まれてい

る。

※３　同　　　　左

※４　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

※４　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 131百万円

短期貸付金 169百万円

未収入金 83百万円

長期貸付金 85百万円

買掛金 414百万円

売掛金    195百万円

短期貸付金    144百万円

未収入金   132百万円

長期貸付金   85百万円

買掛金    449百万円
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※６　期末日満期手形の会計処理については手形交換日を

もって決済処理している。

なお、当事業年度の末日は金融機関の休日であった

ため次の期末日満期手形が、期末残高に含まれてい

る。

受取手形 44百万円

支払手形 1百万円

※６　

───────

※７　当事業年度の流動資産の「未収入金」には、売掛債

権売買基本協定に基づく売掛債権譲渡高211百万円が

含まれている。

※７

───────

　８　当社は取引銀行との間でシンジケートローンにおけ

る貸出コミットメントライン契約を締結している。当

該貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次の

とおりである。

　８　当社は取引銀行との間でシンジケートローンにおけ

る貸出コミットメントライン契約を締結している。当

該貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次の

とおりである。

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行残高 －

差引額 1,000百万円

貸出コミットメントの総額 1,000百万円

借入実行残高 －

差引額 1,000百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

る。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

る。

仕入高 2,950百万円 仕入高      2,908百万円

※２　研究開発費の総額 ※２　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

　 144百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

　    140百万円

※３　他勘定振替高は主に次のとおりである。 ※３　他勘定振替高は主に次のとおりである。

工事材料振替 135百万円

原材料ほか振替 108百万円

特別損失へ振替 26百万円

工事材料振替    81百万円

原材料ほか振替    314百万円

営業外費用へ振替   14百万円

※４　販売費の主要なものは次のとおりである。 ※４　販売費の主要なものは次のとおりである。

運送保管費 349百万円

従業員給料賃金 260百万円

旅費交通費 －　

地代家賃 69百万円

賞与引当金繰入額 21百万円

退職給付引当金繰入額 21百万円

減価償却費 6百万円

運送保管費    349百万円

従業員給料賃金   311百万円

旅費交通費  89百万円　

地代家賃  75百万円

賞与引当金繰入額   24百万円

退職給付引当金繰入額   9百万円

減価償却費  9百万円

　一般管理費の主要なものは次のとおりである。 　一般管理費の主要なものは次のとおりである。

従業員給料賃金 127百万円

役員報酬 95百万円

研究開発費 141百万円

地代家賃 41百万円

賞与引当金繰入額 10百万円

退職給付引当金繰入額 6百万円

減価償却費 4百万円

役員退職慰労引当金繰入額 27百万円

従業員給料賃金    154百万円

役員報酬   118百万円

研究開発費    133百万円

地代家賃   43百万円

賞与引当金繰入額   11百万円

退職給付引当金繰入額  5百万円

減価償却費  3百万円

役員退職慰労引当金繰入額   17百万円

※５　営業外収益及び営業外費用で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

※５　営業外収益及び営業外費用で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

受取配当金 510百万円

出向者労務費 17百万円

受取配当金    538百万円

出向者労務費   21百万円

 

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 84/103



前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※６　

───────

※６　減損損失

  当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上した。

 場所 用途 種類 減損損失

大阪府
池田市

 遊休資産  土地 24  百万円

石川県
七尾市

 賃貸資産  土地 248  百万円

 遊休資産  土地 9  百万円

合       計 282  百万円

(減損を認識するに至った経緯)

　 当社所有の社宅(大阪府池田市)について、今後使用見

込みがないことから遊休資産としたが、当該資産の市

場価格が著しく下落しているため、減損損失を認識し

た。賃貸資産については、当社の連結子会社であるイ

ソライト土地開発株式会社が業務範囲を大幅に縮小

整理し、同社に対する賃貸料収入が著しく減少すると

見込まれるため、減損損失を認識した。遊休資産であ

る土地(石川県七尾市)について、当該資産の市場価値

が著しく下落しているため、減損損失を認識した。

 　その結果、これらの資産を回収可能価額まで減額し、

当該減少額 282百万円を特別損失として計上してい

る。

(資産をグルーピングした方法)

 　減損損失を把握するにあたっては、原則として管理

会計単位である事業部ごとにグルーピングを行なっ

た。ただし、遊休資産については、物件ごとに個別の資

産グループとして取り扱っている。

(回収可能価額の算定方法)

 　回収可能価額は正味売却価額により測定している。

正味売却価額について、土地については近隣売買事例

における取引価額または固定資産税評価額をもとに

算定している。

※７　

───────

※７　為替差損

 　韓国ウォンの為替相場が著しく下落したため、当社

ソウル支店における為替差損を特別損失として計上

している。

※８　震災損失

平成19年３月25日に発生した能登半島地震による

修繕費等である。

※８

───────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 37 5 － 43

合計 37 5 － 43

 　（注)　普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 43 5 0 48

合計 43 5 0 48

 　（注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 　　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増し請求による減少である。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　(借主側)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　(借主側)

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物 90 56 34

機械装置 84 74 9

工具器具及び
備品

82 50 32

無形固定資産 19 13 5

合計 275 194 81

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物 125 92 33

機械装置 133 84 48

工具器具及び
備品

82 62 19

無形固定資産 19 16 2

合計 360 255 104

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高等に占める割合が低いため支

払利子込み法により算定している。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高等に占める割合が低いため支

払利子込み法により算定している。

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 56百万円

１年超 24百万円

合計 81百万円

１年内   28百万円

１年超   75百万円

合計   104百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により算定している。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法により算定している。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払リース料   61百万円

減価償却費相当額   61百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　同　　　左

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３

月31日）において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

平成19年3月31日現在
（百万円）

当事業年度
平成20年3月31日現在

（百万円）

繰延税金資産   

関係会社株式評価損 - 217

退職給付引当金 159 151

土地減損額 86 202

減価償却超過額 35 32

外国税額繰越控除限度超過額 85 59

貸倒引当金損金算入限度超過額 76 88

退職年金 35 1

役員退職慰労引当金 27 17

賞与引当金 32 33

ゴルフ会員権減損額 30 30

たな卸資産評価損及び廃棄損 6 0

事業税及び事業所税 3 7

販売用不動産評価損 132 132

ＰＣＢ処理費用 5 5

関係会社事業損失引当金 230 103

関係会社投資損失引当金　 - 78

その他 24 5

繰延税金資産小計 971 1,168

評価性引当額 △563 △639

繰延税金資産合計 407 528

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △207 △6

繰延ヘッジ損益 △1 △0

繰延税金負債合計 △208 △6

繰延税金資産（負債）の純額 199 521

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

平成19年3月31日現在
（％）

当事業年度
平成20年3月31日現在

（％）

法定実効税率 41.0 41.0

(調整）   

住民税均等割 1.4 3.4

交際費等永久に損金に算入されない項目 △13.5 △30.5

外国税額 11.0 △14.9

評価性引当額 △61.7 9.2

法人税額の特別控除税額 △0.4 △4.1

その他 △2.8 1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △25.0 5.4
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 301円55銭

１株当たり当期純利益 38円80銭

１株当たり純資産額    295円42銭

１株当たり当期純利益   11円71銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載していない。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 914 275

普通株式に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 914 275

期中平均株式数（千株） 23,566 23,560

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はない。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資
有価証券

その他
有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

ニチアス株式会社 560,000 198

中外炉工業株式会社 265,461 116

株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ
77.5 50

ジェイエフイーホールディングス

株式会社
10,367.737 45

住友信託銀行株式会社 45,896 31

大同特殊鋼株式会社 56,100 28

旭硝子株式会社 18,368.925 20

日本インシュレーション株式会社 12,500 8

株式会社東海カントリークラブ 2 8

住友金属工業株式会社 10,000 3

その他（５銘柄） 4,310 11

計 983,083.162 524

【債券】

投資
有価証券

その他
有価証券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

国民住宅債券（韓国） 6 6

計 6 6

【その他】

　該当事項はない。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 2,526 25 50 2,501 1,413 58 1,087

窯炉設備 20 －　 －　 20 19 0 0

構築物 332 4 2 335 246 9 88

機械装置 2,632 40 27 2,646 2,031 110 614

車両及び運搬具 22 －　 －　 22 15 1 7

工具器具及び備品 344 11 5 350 298 14 52

土地 2,297 －　
282

(282)
2,015 －　 －　 2,015

建設仮勘定 12 112 93 32 －　 －　 32

有形固定資産計 8,189 194 460 7,924 4,025 195 3,898

無形固定資産        

ソフトウェア －　 －　 －　 77 45 12 32

その他 －　 －　 －　 9 0 0 8

無形固定資産計 －　 －　 －　 86 46 12 40

長期前払費用 189 66 115 140 40 11 100

繰延資産 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　

繰延資産計 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　

　（注）１　「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には減損損失累計額が含まれている。

２　無形固定資産の金額が、資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」、及び「当期

減少額」の記載を省略している。

３　「当期減少額」欄の(　　)内は内書きで、減損損失の計上額である。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 189 44 1 11 220

賞与引当金 80 82 80 － 82

役員退職慰労引当金 67 17 41 － 43

関係会社投資損失引当金 － 191 － － 191

関係会社事業損失引当金 562 218 530 － 251

ＰＣＢ処理引当金 13 － － － 13

　（注)　貸倒引当金の「当期減少高(その他)」は、洗替による10百万円と回収による戻入額１百万円である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 5

預金  

当座預金 255

普通預金 184

定期預金 204

その他 2

計 646

合計 652

②受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

LOTTE DAESAN PETROCHEMICAL CORP. 55

不二鉱材㈱ 41

大蔵商事㈱ 22

㈱日本高熱工業社 18

㈱サントレーディング 15

その他 251

合計 405

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成20年４月満期 19

平成20年５月満期 6

平成20年６月満期 98

平成20年７月満期 175

平成20年８月満期 103

平成20年９月満期 3

合計 405

③売掛金

相手先別

相手先 金額（百万円）

中外炉工業㈱ 404

㈱ITM 123

ニチアス㈱ 108

CHOSUN REFRACTORIES CO.,LTD. 67

日本ブライブリコ㈱ 65
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相手先 金額（百万円）

その他 1,492

合計 2,262

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

2,389 10,911 11,038 2,262 82.99 78.0

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。

④たな卸資産

製品及び商品

品名 金額（百万円）

耐火断熱煉瓦ほか工業用炉材 393

その他 183

合計 576

販売用不動産

品名 金額（百万円）

販売用土地（北陸地方） 208

販売用土地（中国地方） 35

合計 244

　（注）　販売用土地の面積は北陸地方 7,680.88㎡、中国地方 22,674㎡である。
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原材料

品名 金額（百万円）

原燃料 132

築炉工事材料 18

荷造材料その他 6

合計 157

仕掛品

品名 金額（百万円）

セラミックファイバーほか工業用炉材 37

その他 23

合計 61

未成工事支出金

品名 金額（百万円）

築炉工事 106

ファイヤープロテクション工事 15

合計 121

貯蔵品

品名 金額（百万円）

機械窯炉ほか修理材料 2

その他工業消耗材料 0

合計 3

⑤関係会社株式

相手先 金額（百万円）

㈱ＩＴＭ 2,488

イソライトインシュレーティングファイヤーブリックセンドリアンベルハッド 941

イソライトイースタンユニオンリフラクトリーズカンパニーリミテッド 460

フォスターエンジニアリングプライベートリミテッド 238

イソライトセラミックファイバーズセンドリアンベルハッド 191

イソライトファンシンカンパニーリミテッド 56

その他 31

合計 4,407

⑥支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本インシュレーション㈱ 126

㈱三社エンジニアリングサービス 42
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相手先 金額（百万円）

㈱鍵主工業 32

ミノセラミックス㈱ 31

ニチアス㈱ 27

その他 368

合計 628

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成20年４月満期 110

平成20年５月満期 134

平成20年６月満期 166

平成20年７月満期 109

平成20年８月満期 81

平成20年９月満期 26

合計 628

⑦買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イソライトイースタンユニオンリフラクトリーズカンパニーリミテッド 262

イソライトインシュレーティングファイヤーブリックセンドリアンベルハッド 106

蘇州伊索来特耐火繊維有限公司 52

イソライトセラミックファイバーズセンドリアンベルハッド 22

DAEHAN CERAMIC ENGINEERING 19

その他 231

合計 694

⑧短期借入金

区分 金額（百万円）

住友信託銀行㈱ 660

㈱北國銀行 500

㈱三井住友銀行 300

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 200

農林中央金庫 200

その他 300

合計 2,160

⑨１年以内に返済予定の長期借入金

区分 金額（百万円）

住友信託銀行㈱ 784

EDINET提出書類

イソライト工業株式会社(E01145)

有価証券報告書

 95/103



区分 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 360

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 77

日本生命保険相互会社 50

㈱北國銀行 40

農林中央金庫 20

合計 1,331

⑩長期借入金

区分 金額（百万円）

住友信託銀行㈱ 1,222

㈱三井住友銀行 660

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 40

㈱北國銀行 40

農林中央金庫 20

合計 1,982

（３）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株

券、100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 分合の場合は無料、不所持株式に対し再発行の場合は実費相当額

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料

買取価格を決定することになった証券取引所（（株）大阪証券取引所）の

定める当社１単元の株式の売買手数料相当額を買取単元未満株式数で按分

した額。

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行な

う。

公告掲載URL　http://isolite.co.jp

株主に対する特典 なし

　（注）１　平成15年６月26日開催の定時株主総会の決議により、単元未満株式を有する株主は、その単元未満株式とあわ

せて１単元の株式数となるよう買増請求をすることができることとしている。

２　当社定款の定めにより、単元未満株主は、法令により定款をもってしても制限することができない権利、株主

割当による募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式買増請求をする権利以

外の権利を有していない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

有価証券報告書及びその添付書類 平成19年６月27日

事業年度（第117期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） 近畿財務局長に提出

有価証券報告書の訂正報告書 平成19年７月25日

事業年度（第117期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） 近畿財務局長に提出

有価証券報告書の訂正報告書 平成19年11月７日

事業年度（第117期）（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） 近畿財務局長に提出

半期報告書の訂正報告書 平成19年11月７日

事業年度（第117中期）（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日） 近畿財務局長に提出

半期報告書 平成19年12月21日

事業年度（第118中期）（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日） 近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はない。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成19年６月26日

イソライト工業株式会社  

 取締役会　御中  

 
あ ず さ 監 査 法 
人

 

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 中　島　祐　二　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 池　田　芳　則　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 河　西　正　之　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているイソライト工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31　　日まで

の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として　の連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、イソライト工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在　の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券

報告書提出会社が別途保管している。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月26日

イソライト工業株式会社  

 取締役会　御中  

 
あ ず さ 監 査 法 
人

 

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 佐　野　　　裕　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 池　田　芳　則　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 河　西　正　之　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経

理の状況」に掲げられているイソライト工業株式会社の平成19年４月１日から平成20　年３

月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計　算書、連

結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として　の連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、イソライト工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在　の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券

報告書提出会社が別途保管している。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成19年６月26日

イソライト工業株式会社  

 取締役会　御中  

 
あ ず さ 監 査 法 
人

 

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 中　島　祐　二　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 池　田　芳　則　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 河　西　正　之　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられているイソライト工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31　　

日までの第117期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等　変動

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、イソライト工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び　同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券

報告書提出会社が別途保管している。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月26日

イソライト工業株式会社  

 取締役会　御中  

 
あ ず さ 監 査 法 
人

 

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 佐　野　　　裕　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 池　田　芳　則　印

 
指定社員　　業
務執行社員

 公認会計士 河　西　正　之　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられているイソライト工業株式会社の平成19年４月１日から平成　20

年３月31日までの第118期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、　株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、イソライト工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び　同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券

報告書提出会社が別途保管している。
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